2016年12月10日～13日　時事共同ＮＨＫ朝日東京赤旗
ＮＨＫ世論調査、解散権、駆け付け警護、辺野古最高裁、返還式典、衆院委解散、カジノ、年金、政局
内閣支持５０％ 不支持３２％ ＮＨＫ世論調査
ＮＨＫ12月12日 19時01分
ＮＨＫの世論調査によりますと、安倍内閣を「支持する」と答えた人は、先月の調査より５ポイント下がって５０％、「支持しない」と答えた人は、６ポイント上がって３２％でした。
ＮＨＫは、今月９日から３日間、全国の１８歳以上の男女を対象に、コンピューターで無作為に発生させた番号に電話をかける「ＲＤＤ」という方法で世論調査を行いました。
調査の対象は１５３０人で、６３％の９５９人から回答を得ました。
それによりますと、安倍内閣を「支持する」と答えた人は、先月の調査より５ポイント下がって５０％でした。
一方、「支持しない」と答えた人は、６ポイント上がって３２％でした。
支持する理由では、「ほかの内閣よりよさそうだから」が４１％、「実行力があるから」が１９％、「支持する政党の内閣だから」が１５％だったのに対し、支持しない理由では、「政策に期待が持てないから」が４１％、「人柄が信頼できないから」が２４％、「支持する政党の内閣でないから」が１２％でした。
安倍総理大臣が、今月下旬にハワイを訪れ、旧日本軍による真珠湾攻撃の犠牲者を、アメリカのオバマ大統領とともに慰霊することについて、評価するか聞いたところ、「大いに評価する」が３４％、「ある程度評価する」が４８％、「あまり評価しない」が１０％、「全く評価しない」が３％でした。
ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案などが今月９日に成立したことについて、評価するか聞いたところ、「大いに評価する」が９％、「ある程度評価する」が３８％、「あまり評価しない」が２９％、「全く評価しない」が１２％でした。
カジノを含むＩＲ＝統合型リゾート施設の整備を政府に促す、議員立法の法案について、賛否を聞いたところ、「賛成」が１２％、「反対」が４４％、「どちらともいえない」が３４％でした。
年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ、年金制度改革関連法案について、政府・与党が、将来世代の年金水準を確保するためなどとして、今の国会で成立させたい考えなのに対し、民進党などは、年金がカットされ、受給者の生活に影響を与えかねないとして反対しています。
この法案への賛否を聞いたところ、「賛成」が１５％、「反対」が３７％、「どちらともいえない」が４０％でした。
安倍総理大臣が、今月１５日と１６日に、地元・山口県と東京で、ロシアのプーチン大統領と行う日ロ首脳会談について、北方領土問題が進展すると思うか聞いたところ、「進展すると思う」が１１％、「進展するとは思わない」が７４％でした。
自民・公明両党は、所得税の配偶者控除を受けられる、配偶者の給与収入の上限を１５０万円に引き上げたうえで、上限を超えた後は控除額を段階的に縮小させる一方、税の減収を補うため、夫などの給与収入が１１２０万円を超えると控除額を段階的に縮小し、１２２０万円を超えると控除を受けられなくする方針を決めました。
この見直し案への賛否を聞いたところ、「賛成」が３７％、「反対」が１１％、「どちらともいえない」が３９％でした。
政府の有識者会議が、専門家のヒアリングを３回にわたって行うなど、天皇陛下の退位などを検討していることに関連して、退位についてどのようにするのが望ましいと思うか聞いたところ、「特別法を作って、いまの天皇陛下に限って認める」が２５％、「皇室典範を改正して、今後すべての天皇ができるようにする」が５３％、「退位は認めず、現在の制度の範囲内で対応する」が１１％でした。
各党の支持率は ＮＨＫ世論調査
ＮＨＫ12月12日 19時02分
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ＮＨＫの世論調査によりますと、各党の支持率は、自民党が３９．８％、民進党が９．０％、公明党が２．９％、共産党が４．３％、日本維新の会が１．３％、自由党が０．３％、社民党が０．８％、「特に支持している政党はない」が３４．８％でした。
海の森水上競技場整備など「評価する」６３％ ＮＨＫ世論調査
ＮＨＫ12月13日 4時15分
ＮＨＫの世論調査で、東京オリンピック・パラリンピックの競技会場をめぐり、東京都やＩＯＣ＝国際オリンピック委員会などによる４者協議で、ボート・カヌーの会場は計画どおり「海の森水上競技場」とし、経費を削減して整備することなどが決まったことに対し、「評価する」という回答が６３％でした。
ＮＨＫは、今月９日から３日間、全国の１８歳以上の男女を対象にコンピューターで無作為に発生させた番号に電話をかける「ＲＤＤ」という方法で世論調査を行いました。調査の対象は１５３０人で、６３％の９５９人から回答を得ました。
それによりますと、東京オリンピック・パラリンピックの競技会場をめぐり、東京都やＩＯＣなどによる４者協議で、ボート・カヌーの会場は計画どおり「海の森水上競技場」とし、経費を削減して整備することなどが決まったことについて、評価するか聞いたところ、「大いに評価する」が１４％、「ある程度評価する」が４９％、「あまり評価しない」が２０％、「全く評価しない」が６％でした。
また、今の憲法を改正する必要があると思うか聞いたところ、「改正する必要がある」が２８％、「改正する必要はない」が２８％、「どちらともいえない」が３４％でした。
さらに、現在、運転を停止している原子力発電所の運転を再開することについては、「賛成」が１５％、「反対」が４６％、◇「どちらともいえない」が３２％でした。
首相の解散権を問題視　憲法学者ら「再検討を」

共同通信2016/12/12 19:45

[image: image2.jpg]


首相による衆院の解散権について記者会見する立憲デモクラシーの会の（右から）山口二郎法政大教授、長谷部恭男早稲田大教授ら＝12日午後、国会

　憲法学者らでつくる「立憲デモクラシーの会」は12日、最近の日本の議会政治が本来の姿から離れていると指摘した上で、首相による衆院の解散権について「議院内閣制の下では行政権に自由な解散権があるわけではない。長年疑われることのなかった解散権の慣行の是非を改めて検討対象とする必要がある」とする声明を出した。

　声明はまず、昨年の安全保障関連法から最近の環太平洋連携協定（TPP）関連法、カジノ法案などで「強行採決」が相次ぎ「議会政治の劣化は目を覆うしかない状況」と主張。

解散権「権力闘争の手段に」　学者ら見直し求める見解
朝日新聞デジタル2016年12月12日19時57分
　法学や政治学などの専門家でつくる「立憲デモクラシーの会」のメンバーが１２日、東京都内で記者会見し、衆院の「解散風」を吹かせることが、「与党内部の引き締めとともに野党に脅しをかける力を政府に与え、権力闘争の手段になっている」として、解散権を見直すべきだとする見解を公表した。
　会見したのは、同会共同代表の山口二郎・法政大教授（政治学）や長谷部恭男・早大教授（憲法学）ら５人。「数の力」で法案の採決強行を繰り返す政府・与党の態度に「議会政治の劣化は目を覆うしかない状況にある」と批判。憲法で解散権を制約するドイツや、首相による恣意（しい）的な解散を防ぐ立法期固定法を作ったイギリスなど海外の事例を挙げ、「内閣や首相が自由に議会を解散できるという主張は説得力を失いつつある」と指摘。「日本の議会政治が本来の姿へ回帰するためには解散権の慣行の是非も改めて検討すべきだ」と主張した。【続きあり】
駆け付け警護きょうから＝対処能力は限定的、陸自ＰＫＯ－南スーダン、治安悪化恐れ


南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で、現地部隊の指揮権引き継ぎに伴い、陸上自衛隊第１０次隊の中力修隊長（左）から部隊の看板を受け取る１１次隊の田中仁朗隊長＝１１日、南スーダンの首都ジュバ（防衛省提供）
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣された陸上自衛隊は、第１０次隊から１１次隊に指揮権が移り、安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」の新任務実施が１２日、可能になった。
　駆け付け警護には自動小銃を携行した警備隊員らで編成する部隊が対処。正当防衛だけでなく、任務を妨害する暴徒排除などのために銃による威嚇や警告射撃ができる。
　安保法に基づき他国軍と連携して守る宿営地の共同防護も可能になった。稲田朋美防衛相が１１月に新任務を付与する命令を出し、指揮権移転に伴い適用されることになっていた。
　南スーダンの首都ジュバの宿営地では１１日午前（日本時間同日午後）、第９師団（青森市）を主力とする１１次隊（隊長・田中仁朗１等陸佐）の約３５０人に、第７師団（北海道千歳市）を中心とする１０次隊から指揮権を移す式典が行われた。
　式典で田中隊長は「安全確保のための情報収集を確実に実施して、万全の態勢を確立し活動する。一致団結して任務を完遂する」と訓示した。
　陸自は機関銃を持ち込んでいるが、現地では民兵らに携帯式ロケット砲（ＲＰＧ）など派遣部隊の火力を上回る武器が出回っている。ジュバでは７月、政府軍と反政府勢力が衝突し、宿営地近くでも銃撃戦があった。ＰＫＯの中国軍車両がロケット弾の攻撃を受け、中国兵２人が死亡した。
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　陸自幹部は「派遣部隊はあくまでも道路修復などに当たる施設部隊中心。駆け付け警護への対処能力は限定的だ」と話す。（時事通信2016/12/12-04:41）
駆け付け警護、運用開始　南スーダンPKO陸上自衛隊

共同通信2016/12/12 07:59
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陸上自衛隊の宿営地があるPKO施設＝11日、南スーダン・ジュバ（共同）

　【ジュバ共同】南スーダンの国連平和維持活動（PKO）に参加する陸上自衛隊部隊は10次隊から11次隊への指揮権移行に伴い、12日午前0時（日本時間12日午前6時）から安全保障関連法に基づく新任務の「駆け付け警護」と「宿営地の共同防衛」を行うことが可能となった。日本の外交、安保政策を変えた安保関連法がPKOの現場で運用段階に入った。

　首都ジュバでは7月に政府軍と反政府勢力との間で大規模な戦闘が発生した。その後、紛争は小康状態にあるが、民族間の対立は深刻化している。陸自部隊は混迷した情勢の中で新任務の適用を迎えた。

南スーダンでのＰＫＯ 駆け付け警護など新任務が可能に
ＮＨＫ12月12日 16時56分
南スーダンでのＰＫＯ活動で、自衛隊の派遣部隊に付与された「駆け付け警護」などの新たな任務が、日本時間の１２日朝から実施できるようになりました。これにあたって、派遣部隊の隊長は隊員に対し、「ジュバ市内は平穏だが、安全確保のため万全の態勢を確立して活動する」と訓示しました。
南スーダンでの自衛隊のＰＫＯ活動は、現地時間の１２日午前０時（日本時間１２日午前６時）から次の１１次隊に引き継がれ、安全保障関連法に基づいてこの部隊に付与された駆け付け警護と、宿営地の共同防護の新たな任務が実施できるようになりました。
これに先立って、１１日、首都ジュバにある自衛隊の宿営地で引き継ぎ式が行われました。隊員が整列する前で、新たな任務を付与された１１次隊の隊長、田中仁朗１等陸佐に現地部隊の旗と看板が引き渡されました。
このあと、田中隊長は隊員に対し、「自衛隊の活動は南スーダンだけでなく国際社会や日本にとっても有意義なものだ。ジュバ市内の様子は平穏だが、安全確保のための情報収集を確実に行い、万全の態勢を確立して活動する」と訓示しました。
南スーダンでは政府軍と反政府勢力との間で武力衝突が相次ぐなど、予断を許さない状況が続いているため、１１次隊はＰＫＯの司令部から情報収集するなど、治安情勢を注意深く見ながら活動にあたることにしています。
南スーダンでのＰＫＯ活動とは
自衛隊は２０１１年からアフリカ・南スーダンで、国連のＰＫＯ＝平和維持活動に参加しています。
アフリカの東部にある南スーダンは、２０年以上にわたる長い内戦の末、２０１１年７月、スーダンから分離独立した国連の最も新しい加盟国です。南スーダンのＰＫＯには、エチオピアやインド、それに中国や韓国などの部隊が参加していて、道路整備などの支援活動や、現地の治安情勢の悪化に伴う避難民の保護にあたっています。
自衛隊は、南スーダンが独立した４か月後に国連の現地司令部への隊員の派遣を始め、翌年の２０１２年１月からは首都・ジュバに施設部隊の派遣を続けています。部隊はおよそ半年ごとに交代し、現在は、青森県の陸上自衛隊第９師団の隊員を中心とする、およそ３５０人が１１次隊として派遣されています。
南スーダンでは、大統領派の政府軍と元副大統領を支持する反政府勢力の対立が深刻で、３年前の２０１３年とことし７月には自衛隊が活動する首都ジュバで大規模な武力衝突が発生し、民間人を含む多数の死傷者が出ています。
政府は、南スーダンの情勢について、各地で武力衝突がたびたび起きているものの、首都ジュバは、現在は比較的落ち着いている状態で、自衛隊が活動する前提となるＰＫＯ参加５原則は維持されているとしています。
また、政府は、自衛隊の派遣継続に関する判断要素として、隊員の安全を確保したうえで、意義ある活動を行えるかということも挙げていて、これが困難な場合は部隊を撤収するとしています。
「駆け付け警護」とは
「駆け付け警護」は、国連のスタッフなどが武装グループや暴徒化した集団に襲われた場合、その場に自衛隊の部隊が駆けつけ救出する任務です。現場の状況に応じて武器を使う場面も想定され、自衛隊の部隊は自分たちを守る場合に加えて、助けだそうとしている人たちが銃撃されるなどした時もその警護任務のために武器使用できるとされています。
駆け付け警護のための武器使用は安全保障関連法で新たに定められたもので、政府は、ＰＫＯ参加５原則が維持されている状況であれば、受け入れ国と戦闘になることなどは想定されず、憲法で禁じられている「武力の行使」にあたることはないと説明しています。
南スーダンのＰＫＯには、自衛隊のように道路の整備などを行う「施設部隊」のほか、警備を担当する「歩兵部隊」や「医療部隊」、「航空部隊」などが各国から派遣されています。
このうち、治安維持の活動にあたるのは歩兵部隊になるため、政府は、施設部隊である自衛隊の部隊が駆け付け警護を行うのは、緊急に対応できるのが自衛隊しかいない場合など極めて限定的な場面になるとしています。
「宿営地の共同防護」とは
「宿営地の共同防護」は、自衛隊を含む各国のＰＫＯ部隊の宿営地が攻撃された場合に他国の部隊と共同で守る任務です。
南スーダンの首都ジュバにある自衛隊の宿営地は、インドなど合わせて６か国の部隊の宿営地がある国連施設の中にあり、自衛隊はこれらの部隊とともに宿営地を守ることが想定されています。
安全保障関連法の施行に伴って、自衛隊の武器使用の条件に、自分たちを守る場合のほか他国の部隊の防護についても「他国の要員と自衛隊員はいわば運命共同体だ」などとして含まれることになりました。
防衛相「しっかり任務遂行と確信」
稲田防衛大臣は訪問先の北海道千歳市で記者団に対し、「しっかり任務を遂行してもらえると確信している。首都ジュバは比較的、落ち着いているとはいうものの、治安状況という意味では、極めて厳しいものもある。施設部隊として要員の安全を確保しつつ、有意義な活動ができる状況であるのか、緊張感を持って注視していきたい」と述べました。
また稲田大臣は、派遣されている部隊の医療態勢について、「医官１名を増員しており、任務を遂行するときには、緊急の対応ができる措置もとっている。いかなる任務であっても自衛隊の任務にはリスクが伴うもので、第一線の救急態勢も常に検証して十分なものにしていきたい」と述べました。
一方、稲田大臣は、記者団が、「『駆け付け警護』を実施した場合、公表するのか」と質問したのに対し、「できるだけ情報は、結果として報告するつもりだ」と述べました。
民進 野田幹事長「極めて危険性高い」
民進党の野田幹事長は、記者会見で、「医療体制の整備が十分に出来ておらず、安全確保措置が取られていない中で、『駆け付け警護』という新たな任務を行わせることは、極めて危険性が高いのではないか。極めて憂慮すべき事態だと心配している」と述べました。
安保新任務、邦人保護を初訓練　武器使用は公開せず

東京新聞2016年12月9日 夕刊

 　防衛省は八日、安全保障関連法に基づく自衛隊の新任務として、海外での治安悪化を想定し邦人を保護する訓練を十四～十六日に初めて実施すると発表した。安保法で可能になった任務遂行目的の警告射撃も実施するが、十五日に報道陣に公開する訓練では「手の内を明かすことになる」として武器使用の場面は見せない。

　二〇一三年のアルジェリア人質事件後の自衛隊法改正で航空機や船舶に加え車両を使った邦人の陸上輸送が可能になったが、邦人を保護する任務は安保法前には認められていなかった。

　訓練は群馬県の陸上自衛隊相馬原演習場などで実施。公開訓練には、海外派遣の初動対応やテロ対処に当たる陸自中央即応集団のほか、海自、空自を含めた統合部隊が参加。邦人が退避した場所の周りを暴徒が囲んでいると想定し、自衛隊員が警告して暴徒を立ち退かせ、邦人を輸送防護車などで安全な地域に輸送する流れを確認する。

　人質として拘束された邦人を救出する内容は含まれない。

　安保法では、国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する自衛隊員が武装集団に取り囲まれた邦人や非政府組織（ＮＧＯ）の関係者らを助けに行く「駆け付け警護」が認められ、十一月から派遣が始まった南スーダンＰＫＯ十一次隊に任務付与されている。

　これに対し今回の邦人保護任務はＰＫＯとは関係なく、対象国に政変やテロが生じるなど邦人に危害が及ぶ恐れがある場合に、外相の依頼に基づき部隊を派遣する。駆け付け警護と同様、相手に危害を与える射撃は正当防衛・緊急避難の場合にしかできない。

しんぶん赤旗2016年12月13日(火)

「邦人保護」口実に海外派兵訓練　防衛省に塩川・梅村両議員が中止求める

　日本共産党の塩川鉄也衆院議員は１２日、航空自衛隊入間基地（埼玉県狭山市、入間市）、陸上自衛隊相馬原演習場（群馬県榛東村）などで同日から行われる「在外邦人等保護措置訓練」の詳細について防衛省の担当者から聞き取り、訓練の中止を求めました。

　訓練は、自衛隊が海外在住の日本人を救出するために、武器を使用することも可能にした安保法制＝戦争法に基づくもの。「保護」された在外邦人に見立てた隊員らは、相馬原演習場から入間基地へ、地雷などの攻撃に耐えるとされる輸送防護車「ＭＲＡＰ」などで公道を使い輸送されます。机上訓練は１２日実施。実動訓練は１４～１６日です。
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（写真）在外邦人等保護訓練の中止を求める（右２人目から）梅村さえこ、塩川鉄也両衆院議員ら＝12日、衆院第２議員会館


　防衛省担当者は、参加部隊の詳細や訓練スケジュールの公表を拒否しました。

　塩川氏は、同省が主要訓練事項に「在外邦人等の一時集合場所が暴徒に取り囲まれてしまった場合」「唯一の輸送経路がバリケードで通行妨害にあってしまった場合」の対処を含めていることに触れ「紛争状態にある国に行き、武器を使って邦人救出を行うものだ」と指摘。「自衛隊員が殺し殺されることを想定した訓練は認められない」と中止を求めました。

　聞き取りには、梅村さえこ衆院議員、はせだ直之（群馬２区）、伊藤たつや（同５区）の両衆院候補、埼玉、群馬両県の平和団体のメンバーや地方議員らが同席しました。

南スーダン自衛隊ＰＫＯ 駆け付け警護など可能に
ＮＨＫ12月12日 6時08分
南スーダンでの自衛隊のＰＫＯ活動が１２日、次の１１次隊に引き継がれ、安全保障関連法に基づきこの部隊に付与された「駆け付け警護」などの新たな任務が実施できるようになりました。部隊は引き続き、現地の治安情勢を注意深く見ながら活動にあたることにしています。
南スーダンでのＰＫＯ活動にあたって、安全保障関連法に基づく新たな任務を付与された陸上自衛隊の１１次隊は、先発隊が先月２１日に、主力部隊の第一陣が今月１日にそれぞれ現地に到着しています。
現地時間の１２日午前０時、日本時間の１２日午前６時から１１次隊に現地での活動が引き継がれ、これにあわせて新たな任務が実施できるようになりました。
新たな任務は、襲撃された国連スタッフなどを救出する「駆け付け警護」と、宿営地が襲撃された場合に他国の部隊とともに守る「宿営地の共同防護」で、武器の使用が認められる範囲が従来より広がりました。
一方、南スーダンでは政府軍と反政府勢力との間で武力衝突が相次ぐなど予断を許さない状況が続いているため、１１次隊はＰＫＯの司令部から情報収集するなど、治安情勢を注意深く見ながら活動にあたることにしています。１１次隊の派遣期間はおよそ半年間が予定されています。
南スーダンの治安情勢は
５年前に独立を果たした南スーダンでは、ことし７月、キール大統領に忠誠を誓う政府軍とマシャール前副大統領を支持する反政府勢力の戦闘が、首都ジュバなどで再燃しました。民族間の対立を背景に、衝突は瞬く間に各地に広がり、多くの住民やＰＫＯの中国軍の兵士など２７０人以上が死亡しました。
このとき、ＰＫＯ部隊が、政府軍の一部グループの襲撃を受けたＮＧＯの救護要請を拒否するなど住民を保護できなかったとして、ＰＫＯ部隊のケニア人の司令官が更迭される事態となりました。首都ジュバは、その後反政府勢力が撤退したため、ことし８月以降は戦闘が収まり、治安は比較的落ち着いた状態が続いています。
一方、南スーダンの北東部やウガンダとの国境に近い南部では、政府軍と反政府勢力の衝突が激しさを増し、住民の虐殺なども起きて多くの難民や避難民が出る事態となっています。現地ではソーシャルメディアなどで異なる民族への攻撃が呼びかけられるなど、民族間の対立は一段と激しくなっています。
国連は、「各地で民族浄化が進行している」と警告し、事態収拾のため、国連の安全保障理事会が決定したＰＫＯ部隊の４０００人の追加派遣を一刻も早く実施するよう求めています。
政府 隊員の安全確保に万全期す
政府が示した基本的な考え方で「駆け付け警護」は、部隊の近くでＮＧＯなどの関係者が襲われ、ほかに速やかに対応できる国連の部隊が存在しないなど、極めて限定的な場面で、緊急の要請を受けて能力の範囲内で行うとしています。
政府は、部隊が活動する首都ジュバの治安は比較的、落ち着いているとしていますが、安全を確保した有意義な活動が困難な場合は部隊を撤収するとしており、現地の治安情勢を注視するなど、引き続き、隊員の安全確保に万全を期すことにしています。
駆け付け警護、運用開始へ　南スーダンPKO

共同通信2016/12/11 18:3212/11 18:35updated
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PKO施設内での作業を終え、宿営地に戻る陸上自衛隊の隊員＝9日、南スーダン・ジュバ（共同）

　【ジュバ共同】南スーダンの国連平和維持活動（PKO）に参加する陸上自衛隊部隊は11日午前（日本時間11日夕）、首都ジュバの宿営地で10次隊から11次隊に交代する式典を行った。指揮権の移行に伴い、12日午前0時（同12日午前6時）から新任務の「駆け付け警護」と「宿営地の共同防衛」の運用が開始される。

　式典は報道陣に非公開で行われた。日本の防衛省によると、11次隊の田中仁朗隊長は訓示で「全員が無事帰国し、家族や仲間に元気な姿を見せられるよう任務を完遂しよう」と呼び掛けた。新任務への直接の言及はなかった。

「駆け付け警護」運用開始　防衛相「実施結果は報告」

東京新聞2016年12月13日 朝刊
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　【ジュバ＝共同】南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で新任務の「駆け付け警護」と「宿営地の共同防衛」を担う陸上自衛隊十一次隊は十二日以降、他国部隊との連携を強化、日本の外交・安全保障政策を変えた安保関連法に基づき自衛隊が初めて担う新任務に対応する態勢づくりを急ぐ。

　南スーダンは民族間の憎悪が虐殺行為につながる懸念が指摘されるなど、約四半世紀にわたる日本のＰＫＯ活動が経験した中で治安条件が最も厳しい現場の一つになりつつある。南スーダン政府と国連との関係も微妙とされ、陸自は慎重に現地情報の収集を続ける。

　稲田朋美防衛相は十二日、記者団に「有意義な活動ができるかどうか、緊張感を持って注視したい」と表明。新任務を実施した場合は公表するかを問われ「できるだけ情報を、結果として報告するつもりだ」と述べた。

　陸自幹部によると、十一次隊は今後、ＰＫＯの南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）に参加する他国の部隊との間で、指揮官レベルの相互訪問などを通じて宿営地の共同防衛の手順を確認する方針。

　陸自が活動する首都ジュバでは七月に大規模な戦闘が発生し、陸自宿営地の隣のビルでも銃撃戦があった。政府軍報道官によると、ビルに立てこもった反政府勢力は陸自宿営地があるＰＫＯ施設に逃げ込む場面もあったという。

駆けつけ警護など新任務、実施可能に　南スーダンＰＫＯ
朝日新聞デジタル福井悠介2016年12月12日06時00分
　南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）をめぐり、安全保障関連法に基づいて陸上自衛隊の派遣部隊に付与された「駆けつけ警護」などの新任務が、現地時間の１２日午前０時（日本時間同日午前６時）、実施可能になった。これまで現地で活動してきた第１０次隊から、新任務を付与された第１１次隊に正式に交代したことに伴うもの。
　新任務は、現地の国連司令部の要請などを受け、離れた場所で武装勢力に襲われた国連職員らを助けに行く駆けつけ警護と、宿営地が襲われた場合に他国軍の部隊と一緒に防衛する「共同防護」。今春施行された安保法は、本格運用の段階に入った。
　第１１次隊は青森、宮城、岩手、秋田各県の部隊などから選ばれた計約３５０人で構成されている。既に約２５０人が現地入りしており、残りの約１００人は１５日に南スーダンの首都ジュバに到着する。活動期間は約半年間。
　ジュバでは７月、政府軍と反政府勢力の大規模戦闘が発生。以来、民族対立を背景にした暴力行為が多発している。（福井悠介）
駆け付け警護、問題なく遂行＝菅官房長官


記者会見する菅義偉官房長官＝１２日午前、首相官邸
　菅義偉官房長官は１２日午前の記者会見で、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣した陸上自衛隊部隊による「駆け付け警護」の新任務が同日から実施可能となったことに関し、「派遣部隊は十分な教育を受け、訓練をしっかり積んでおり、問題なく業務を遂行できる」と述べた。（時事通信2016/12/12-12:14）
菅氏、派遣部隊は「訓練積んだ」　PKO新任務実施可能で

共同通信2016/12/12 12:35

　菅義偉官房長官は12日の記者会見で、南スーダンの国連平和維持活動（PKO）に参加する陸上自衛隊部隊が「駆け付け警護」などの新任務を実施できるようになったことに関して「派遣部隊は十分な教育を受け、訓練をしっかり積んでいる」と強調した。

　部隊の活動について「ニーズに基づき、国連内の施設構築や砂利運搬作業をすることに変わりはない」と指摘。「駆け付け警護などの事態が発生しても、問題なく業務を遂行してくれる」と述べた。

菅長官「問題なく業務遂行」　駆けつけ警護実施巡り
朝日新聞デジタル2016年12月12日13時05分
　南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加している陸上自衛隊の派遣部隊が１２日朝、「駆けつけ警護」などの新任務を実施できるようになったことについて、菅義偉官房長官は同日午前の記者会見で、「新たな任務について十分な教育を受けて、訓練をしっかり積んでいる。（駆けつけ警護などを行う）事態が発生したとしても、問題なく業務を遂行してくれる」と述べた。
緊張感持ち注視＝駆け付け警護－稲田防衛相
　稲田朋美防衛相は１２日、南スーダンで国連平和維持活動（ＰＫＯ）に従事する陸上自衛隊部隊に付与された「駆け付け警護」などの新任務が同日から実施可能になったことに関し、「隊員が安全を確保しつつ、有意義な活動ができるかは緊張感を持って注視していく」と述べた。
　部隊が新任務を実施すれば公表する考えも示した。視察先の航空自衛隊千歳基地（北海道千歳市）で記者団の質問に答えた。（時事通信2016/12/12-18:49）
稲田氏、駆け付け警護は心配ない　12日からPKO新任務

共同通信2016/12/10 17:38
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インタビューに答える稲田防衛相

　稲田朋美防衛相は10日までに共同通信などのインタビューに応じた。南スーダンの国連平和維持活動（PKO）に参加する陸上自衛隊部隊が12日以降、新任務「駆け付け警護」の遂行が可能になることに関し「心配はしていない」と強調した。治安情勢の悪化で銃撃戦が長時間続くような場合には、撤収する可能性もあるとの認識も示した。

　稲田氏は「状況は急変する可能性があり、安全確保に必要な情報収集を不断に行う。派遣命令を出した責任者として万全を期したい」と語った。

　新任務は安全保障関連法に基づく駆け付け警護と「宿営地の共同防衛」で、日本時間12日午前6時から実施できるようになる。

しんぶん赤旗2016年12月11日(日)

自衛隊体験入隊中高生　毎年５０００人超　高校の４割で説明会

　全国の高校の約４割で自衛隊勧誘の説明会が開かれ、自衛隊の体験入隊に参加した中学生・高校生は過去４年間で毎年５０００人超にのぼっていたことが分かりました。防衛省が本紙の取材に回答しました。安保法制＝戦争法の具体化により任務と危険が拡大する自衛隊。志願者数が減る中、教育現場では自衛隊による中高生への勧誘の動きが強まっています。その実態は―。(吉本博美)
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　「危険なことはない｣｢いつでも辞められる｣｢運転免許がタダで取れる｣｢大学にも通学できる」―。青森県のとある高校。生徒たちにふりそそがれる自衛隊のリクルーター(地方協力本部の募集担当者)の言葉に、現役の男性教員（５４）は「彼らは甘言をうのみにしてしまう｣と危機感を抱きます｡

　高校の就職の取り決めでは、企業の学校訪問の解禁は７月１日ですが、リクルーターは４月から盛んに学校を訪問します。校長や進路指導部長などとの接触をはじめ、生徒向けに「採用試験対策講座」と称して毎週勉強会を開くことも。

　青森県は人口１０万人あたりの入隊者数が全国１位（２０１５年度７８９人）。「農業以外に地場産業がなく、県民所得も少ない。大学進学はハードルが高い。安定的に収入がある自衛官は、地元ではいわば“憧れの職業”です」。男性教員の高校では、男子生徒の約５人に１人が自衛隊に入隊しているといいます。

　１１月２０日、青森空港から青森市の陸上自衛隊第９師団を中心とするＰＫＯ（国連平和維持活動）部隊が南スーダンに出発しました。「母子家庭で育った教え子が部隊の中にいます」。男性教員の知人の､ある中学校教師は話しました｡

　当時中学生だった教え子の夢は「体育教師」。しかし金銭的な事情で大学進学をあきらめ、自衛隊に入隊しました。母親は、「あの時、借金をしてでも進学させてあげれば」と、声を詰まらせていたといいます。

　男性教員の高校では１、２年生の自衛隊希望者は極端に減少しました。しかし、強い懸念は払しょくできません。

　「南スーダンで隊員が犠牲になれば、希望者はさらに少なくなる。そうなれば、アメリカのように大学奨学金などの手段を使って隊員を募集することになるでしょう。貧しい家庭で育った若者が海外の紛争地域でたたかう。そうした現実が目の前にきているのではないでしょうか」

自衛隊派遣「憲法守れ」＝駆け付け警護実施控えデモ－東京


南スーダンでの自衛隊の「駆け付け警護」に反対し、デモ行進する市民ら＝１１日午後、東京都町田市
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣された陸上自衛隊部隊について、安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」が実施可能となるのを翌日に控えた１１日、東京都内では市民団体の主催する抗議デモや街頭集会が行われた。参加者は「憲法守れ」「自衛隊を撤退させろ」などと声を上げた。
　町田市で行われたデモには約１５０人が参加。ベビーカーを押した親子連れもおり、クリスマスを前にサンタクロースの赤い帽子が配られ、シュプレヒコールを上げながら約１キロを行進した。
　３人の子供を連れて夫と共に参加した同市の主婦松村恵さん（３６）は、「子供の生きる未来の社会を守りたいと思い参加した。誰かを殺し、殺されるのが当たり前になってしまわないか不安だ」と話した。斉藤たか子さん（８６）は戦時中を振り返り、「戦争になると後戻りできない。死者が出る前に食い止めないと」と真剣な表情で語った。（時事通信2016/12/11-18:53）
「沖縄の民意に応えよ」 日比谷野音に3900人　東京で基地反対集会

沖縄タイムス2016年12月11日 05:00

　【東京】沖縄県東村高江周辺での米軍ヘリパッド建設と名護市辺野古の新基地建設に反対を訴える「高江オスプレイパッド・辺野古新基地の建設を許さない！東京集会」が１０日、東京・日比谷野外音楽堂で開かれた。会場いっぱいの約３９００人（主催者発表）の参加者が、沖縄県民の民意と尊厳を踏みにじり、基地負担を強いる安倍政権に退陣を求めるなど５項目の集会アピールを採択した。



東村高江の米軍ヘリパッド建設と名護市辺野古の新基地建設にＮＯの声を上げる参加者ら＝１０日、東京・日比谷野外音楽堂（石川亮太撮影）

　主催は基地の県内移設に反対する県民会議など。主催者を代表し、県民会議の仲本興真さんは「オスプレイパッド建設は辺野古新基地と連動し、北部訓練場の機能強化になる。沖縄の選挙で民意が示されているのに、『辺野古が唯一』で思考停止した政府には未来は託せない。多くの人を見方に『オール沖縄』『オールジャパン』で頑張ろう」と呼び掛けた。

　沖縄県選出の糸数慶子参院議員や民進、共産、社民の国会議員、評論家の佐高信さんらが連帯のあいさつをした。

ヘリパッド・辺野古ＮＯ　沖縄の市民団体が都内で集会

東京新聞2016年12月11日 朝刊

 

	高江ヘリパッドや辺野古の新基地建設に反対し、抗議の声を上げる人たち＝１０日、東京都千代田区の日比谷野外音楽堂で
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　沖縄県東村（ひがしそん）高江の周辺で進む米軍北部訓練場のヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）工事や、米軍普天間（ふてんま）飛行場（宜野湾（ぎのわん）市）の名護市辺野古（へのこ）への移設に反対する集会が十日、東京都千代田区の日比谷野外音楽堂で開かれた。

　沖縄の市民団体「基地の県内移設に反対する県民会議」などが主催し、主催者発表で約三千九百人が参加した。県民会議の仲本興真（こうしん）事務局次長は「高江や辺野古での抗議行動で逮捕者は五十人を超えた。県民運動への政治的萎縮行為だ」と政府の対応を批判。「負担軽減に名を借りた米軍基地の固定化、機能強化を断じて許すわけにはいかない」と訴えた。

　米軍の新型輸送機オスプレイについて、国内基地への配備に反対する意見も相次いだ。

　参加者は集会後、「高江・辺野古　ＮＯ！」「平和壊すな　沖縄壊すな」などと書いたプラカードを掲げながら、新橋や銀座をデモ行進した。

◆沖縄県、英語版ＨＰを開設　基地問題を米に直接発信

　沖縄県は米軍基地問題を米国に直接発信するための英語版ホームページ（ＨＰ）を開設した。普天間飛行場の移設計画について「日米両政府は沖縄の人々の意見を誠実に聞き、断念すべきだ」と訴えている。

　辺野古移設反対を掲げる翁長雄志（おながたけし）知事は十日、就任から二年を迎えた。来年一月に発足するトランプ米政権の幹部に訪米して直接、辺野古断念を訴えたい意向だ。翁長氏はＨＰで「移設阻止には、沖縄の民意を米国の政府や連邦議会に伝えるのが大変重要だ」と強調する。

　ＨＰでは辺野古移設計画について、対抗できる知事権限に言及し「終わりなき法廷闘争や、県外移設を求める県民の強い意志、粘り強い反基地運動を考えた場合、計画達成は極めて困難だ」と主張。基地対策課は「米軍基地の当事者である米国に正確な情報を発信し、沖縄の基地問題を理解してもらいたい」と話す。

　沖縄県が米要人に働き掛けるために、首都ワシントンに設置した事務所も紹介している。

　政府は十一日の週以降、辺野古の米軍キャンプ・シュワブで陸上工事を一部再開する。今回は移設区域外での工事だが、移設を巡る訴訟での最高裁判断によっては埋め立て工事も始める構えだ。

　英語版ＨＰのＵＲＬはhttp://dc-office.org/
しんぶん赤旗2016年12月11日(日)

「沖縄とともに」全国で　高江・辺野古　米軍基地許さぬ

　米軍基地ノーのたたかいの最前線にたつ沖縄県民に連帯しようと、「高江オスプレイ・パッド、辺野古新基地の建設を許さない東京集会」が１０日、日比谷野外音楽堂で開かれました。参加した３９００人（主催者発表）は、「ＮＯ！　新基地」のボードをいっせいに掲げ、「米軍は帰れ」「みんなの税金を基地に使うな」とコールしました。この日、わかっているだけで全国３３道府県で沖縄に連帯する集会が開かれました。

東京集会
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（写真）沖縄にもう基地はいらない、と開かれた東京集会＝１０日、東京・日比谷野外音楽堂


　東京集会では、主催団体があいさつ。「基地の県内移設に反対する県民会議」事務局次長の仲本興真さんが沖縄のたたかいを報告しました。安倍政権が高江で強行しているオスプレイパッド建設は、生物多様性に富む自然豊かな、やんばるの森を破壊するものだと糾弾。“負担軽減”に名を借りた基地の固定化と機能強化を断固拒否しようと訴えました。「民主主義と民意を尊重しない安倍政権は退陣せよ、の声を広げよう」と呼びかけると、「そうだ」の声と拍手が起きました。

　国会包囲実行委員会の青木初子さんは「沖縄のたたかいは東京のたたかい｣と､連帯の決意を述べました。

　総がかり行動実行委員会の共同代表、高田健さんは、自衛隊の南スーダン派遣部隊への新任務付与など戦争法具体化と沖縄の基地強化の流れは一体だと述べ、「諸悪の根源・安倍内閣を倒し、政治の改革を求めてたたかう」と強調。市民連合とともに国政選挙で立憲４党と連携し、安倍政権に大きな打撃を与えようと呼びかけました。

　成蹊大学の武田真一郎教授が辺野古新基地をめぐる「高裁判決と最高裁」と題して報告。東京・横田、千葉・木更津の住民らが連帯のスピーチをしました。

　集会には、日本共産党の笠井亮衆院議員、民進党の初鹿明博衆院議員、社民党の又市征治参院議員、沖縄の風の糸数慶子参院議員があいさつをしました。

「首相は地元の声聞け」　沖縄
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（写真）「高江オスプレイパッド・辺野古新基地建設を許さない」と声をあげる人たち＝１０日、沖縄県東村


　沖縄県東村高江周辺の米軍オスプレイパッド（着陸帯）建設と辺野古新基地建設を許さない緊急県民集会が１０日、米軍北部訓練場Ｎ１ゲート前で開かれました。「基地の県内移設に反対する県民会議」が主催しました。

　約７００人が「最後まで団結してオスプレイパッド工事を止める」と気勢をあげ、政府が工事再開を狙う辺野古新基地や、米軍伊江島補助飛行場の増強を断念させようと力を込めました。

　「ヘリパッドいらない住民の会｣の伊佐真次さん(日本共産党東村議）は、「オスプレイの騒音で普通の生活ができず、引っ越しを考える人もでてきている。当たり前に静かに暮らすためにも工事をやめさせるしかない」と訴えました。

　県議会与党各会派の議員も参加。日本共産党の渡久地修県議は、「辺野古・高江・伊江島一体となった米軍の出撃拠点を造らせてはならない。海兵隊の全面撤退、全基地撤去まで頑張ろう」と呼びかけました。

　今帰仁（なきじん）村から来た男性（７５）は「政府が２２日に北部訓練場の返還式典をしてもそれで終わりではない」とあきらめない姿勢を強調しました。

　糸満市の女性（８０）は「島ぐるみ会議いとまん」のバスで初めて高江の行動に参加。「国の自分勝手さは理解できない。安倍首相はなぜ地元の人が反対するのか、声を聞いてほしい」と話しました。

退役軍人平和団体　辺野古反対を正式可決　全米に支持求める

琉球新報2016年12月11日 10:16 
　【ワシントン＝問山栄恵本紙特派員】全米１２０の支部を持つ退役軍人らでつくる平和団体「ベテランズ・フォー・ピース（ＶＦＰ）」は１０日までに、米軍普天間飛行場の移設に伴う名護市辺野古の新基地建設計画の中止を求める決議案と、米軍北部訓練場の一部返還に伴う東村高江周辺でのヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）新設の中止を求める緊急決議案を賛成多数で再度可決した。沖縄に関する両決議は８月に開かれたＶＦＰの年次総会では支部代表や役員らによって可決されていたが、今回は会員全員の投票で正式に可決された。
　決議案を提案したＶＦＰ琉球沖縄国際支部（ＶＦＰ－ＲＯＣＫ）のダグラス・ラミス代表（沖縄キリスト教学院大大学院客員教授）は「私たちは沖縄問題に対して行動するよう、さまざまな支部に促すことができる」と述べた。同支部は可決を受け、全支部に対し、新基地建設に反対する決議を全米各地の議会でも可決するよう働き掛ける。
　可決した辺野古新基地に反対する決議文では、翁長雄志知事や稲嶺進名護市長が反対していることを強調した。その上で各支部に（１）普天間第１海兵航空団の撤退（２）新基地建設計画の撤回（３）沖縄からのオスプレイの撤収－の３点を地方議会などで決議するよう働き掛けることを求めている。
オスプレイ訓練で住民が抗議
ＮＨＫ沖縄12月12日　19時09分
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１２月６日、宜野座村城原地区の民間地の上空でアメリカ軍の輸送機オスプレイが物資をつり下げて飛行する訓練などを行ったことについて、地区の住民らが１２日、沖縄防衛局を訪れて抗議するとともに同様の訓練の中止などをアメリカ軍に申し入れるよう求めました。
アメリカ軍基地キャンプハンセンに近い宜野座村の城原地区では、１２月６日、民間地の上空をオスプレイ１機がワイヤーのようなもので物資をつり下げて訓練しているのが確認されたほか７日や８日にも提供施設の周辺で同様の飛行が確認されています。
これについて、１２日、城原地区の住民ら２０人余りが沖縄防衛局を訪れ、抗議するとともに、物資のつり下げ訓練をすぐに中止することや、地区に隣接するヘリコプター発着場を撤去することなどをアメリカ軍に申し入れるよう求めました。
住民らの求めに対して、沖縄防衛局企画部の池田眞人次長は、「提供区域の中か外かを問わず、住民の方々に不安を与える運用がなされるのは問題で、アメリカ軍には今後も配慮を求めていく」と答えていました。
抗議のあと、城原地区の崎濱秀正区長は、「オスプレイの配備以降、抗議を繰り返しているが改善されない。アメリカ軍にはもっと住民の生活のことを考えてもらいたい」と話していました。 
ヘリ発着場の仮処分で即時抗告
ＮＨＫ沖縄12月12日　21時13分
アメリカ軍北部訓練場で進められているヘリコプター発着場の建設工事をめぐり、那覇地方裁判所が工事の中止を求めた仮処分の申し立てを退けたことは不服だとして、１２日、住民側が、福岡高等裁判所那覇支部に即時抗告しました。
アメリカ軍北部訓練場では、１２月２２日に一部を返還する条件としてヘリコプター発着場の建設工事が進められていて、近くの東村高江地区の住民は工事の中止を国に求める仮処分を那覇地方裁判所に申し立てました。
これについて、那覇地方裁判所は１２月６日、「発着場が完成してアメリカ軍機の運航が始まることで、住民に重大な健康被害が及ぶ恐れがあると十分に証明されていない」などとして申し立てを退ける決定をしました。
住民側は１２日、決定は不服だとして福岡高等裁判所那覇支部に即時抗告し、発着場の完成前に決定を取り消し工事を中止する決定を出すよう求めました。
住民側の弁護士は「騒音による健康被害が現実化しているのは明らかで、那覇地方裁判所の決定は誤っている」と話しています。 
辺野古移設、国勝訴確定へ＝知事の承認取り消しめぐり－２０日判決・最高裁
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐり、埋め立て承認を取り消した翁長雄志知事が是正指示に従わないのは違法として、国が知事を相手に起こした訴訟の上告審で、最高裁第２小法廷（鬼丸かおる裁判長）は１２日、判決を２０日に言い渡すことを決めた。高裁の結論変更に必要な弁論が開かれないため、国側勝訴とした福岡高裁那覇支部判決が維持されるとみられる。
　判決が確定すれば、国は埋め立てに法的な根拠を得る形になり、工事を進める考え。ただ、知事側は、工事に必要で来年３月に期限が切れる岩礁破砕許可を更新しないなど別の手段で抵抗することも示唆しており、国と県の対立構造は解消されないもようだ。
　翁長知事は１２日、記者団に「弁論が開かれないことは極めて残念」と述べた上で、敗訴確定後の対応について「岩礁破砕など一つ一つ検証していく」と話した。
　高裁支部は９月、「普天間飛行場の被害を除去するには辺野古沿岸を埋め立てるしかなく、県全体としては基地負担が軽減される」と指摘。仲井真弘多前知事の埋め立て承認処分に違法はなく、翁長知事の対応は違法だとした。
　翁長知事側は「承認について裁判所が行政庁と同一の立場で直接判断しており、権限を逸脱している」として上告。国側は「高裁支部の判断は正当だ」と反論した。
　辺野古移設をめぐっては昨年、国と県の双方が提訴する事態となり、和解を経て今回の訴訟に一本化された。一方、国地方係争処理委員会は今年６月、「協議による解決が最善の道」とする見解を表明していた。（2016/12/12-20:16）
辺野古訴訟、沖縄県の敗訴が事実上確定　判決２０日に決定

琉球新報2016年12月12日 15:26 


　翁長雄志知事による名護市辺野古の埋め立て承認取り消しを巡り、国が県を相手に提起した不作為の違法確認訴訟で、最高裁は１２日、判決期日を２０日に決定した。弁論を開かずに判決期日を指定したことにより、県の敗訴が事実上確定した。辺野古新基地建設阻止を掲げる翁長県政にとって厳しい結果となり、今後の議論に大きな影響を与える。
　翁長知事は「確定判決には従う」と述べており、最高裁判決後にも埋め立て承認取り消しを“取り消す”見通しとなった。国が新基地建設工事を再開する法的根拠が復活する。一方、翁長知事は敗訴した場合でも「あらゆる手法」で辺野古新基地建設を阻止する姿勢は変わらないとしており、移設問題の行方は不透明な情勢が続く。
　不作為の違法確認訴訟の一審・福岡高裁那覇支部は９月１６日、翁長知事による承認取り消しは違法だとして、同取り消しの違法性の確認を求めていた国の主張を全面的に認める判決を出した。県は判決を不服として、同２３日に上告していた。
辺野古訴訟、沖縄県の敗訴確定へ　弁論なし、最高裁20日判決

共同通信2016/12/12 20:48
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米軍普天間飛行場の移設を巡る訴訟で、最高裁判決の日時が指定されたことを記したメモに目を通す沖縄県の翁長雄志知事（手前左）＝12日午後、沖縄県議会[image: image21.jpg]


沖縄県の米軍普天間飛行場の移設先とされる名護市辺野古沿岸部＝6月

　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設を巡り、県外移設を掲げる翁長雄志知事を国が相手取った訴訟で、最高裁第2小法廷（鬼丸裁判長）は12日、上告審判決を今月20日に言い渡すと決めた。国側全面勝訴の福岡高裁那覇支部判決を見直すのに必要な弁論を開かないため、県側敗訴が確定する見通し。

　翁長知事は「最高裁で弁論が開かれないことは極めて残念だ」と述べた。判決確定後も別の手段で抵抗を続けるとみられ、移設計画がスムーズに進むかどうかはなお不透明だ。

　移設先となる辺野古沿岸部の埋め立ては、翁長知事が15年10月、仲井真弘多前知事による承認を取り消した。

辺野古埋め立て、沖縄県の敗訴確定へ　最高裁弁論開かず
朝日新聞デジタル千葉雄高2016年12月12日15時55分

議会中、沖縄県の敗訴がほぼ確実となったことを知らせるメモを読む翁長雄志知事（前列左）＝１２日午後３時５２分、那覇市の沖縄県議会議場、吉田拓史撮影


　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設計画をめぐり、国が埋め立ての承認を取り消した沖縄県の翁長雄志知事を訴えた訴訟の上告審で、最高裁第二小法廷（鬼丸かおる裁判長）は１２日、高裁判決の結論を変更する際に必要な弁論を開かず、判決の期日を２０日に指定した。知事の敗訴とした福岡高裁那覇支部の結論が確定する見通しだ。
　９月の同支部判決は、辺野古への移設に必要な沿岸部の埋め立て申請について、国側の主張を全面的に認めたうえ、「翁長知事が埋め立ての承認取り消しを撤回しないのは違法だ」と結論づけた。「普天間飛行場の被害を除去するには、辺野古に新施設を建設するしかない」とも言及した。知事側が上告していた。
　辺野古への移設をめぐっては、仲井真弘多・前知事が２０１３年１２月に埋め立て申請を承認。だが「辺野古反対」を掲げて当選した翁長知事が昨年１０月に承認を取り消した。国と県は相互に３件の訴訟を起こしたが、今年３月に和解が成立。国は和解条項に基づき、承認取り消しの撤回を求める是正指示を出したが、翁長知事が応じなかったため、改めて今回の訴訟を起こしていた。（千葉雄高）
辺野古訴訟、沖縄県の敗訴確定へ　２０日判決　最高裁、弁論開かず

東京新聞2016年12月13日 朝刊 

	沖縄県の翁長雄志知事＝１２日夜、沖縄県庁で
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　米軍普天間（ふてんま）飛行場（沖縄県宜野湾（ぎのわん）市）の名護市辺野古（へのこ）への移設に伴う新基地建設を巡り、翁長雄志（おながたけし）知事が埋め立て承認の取り消し撤回に応じないのは違法だと国が訴えた訴訟で、最高裁第二小法廷（鬼丸かおる裁判長）は、上告審判決を二十日に言い渡すことを決めた。最高裁は高裁判決を見直す場合に弁論を開くのが通例。今回は弁論を開かずに判決の期日を決めており、沖縄県の全面敗訴になった一審福岡高裁那覇支部の判決が維持され、確定する見通し。　

　第二小法廷は、県側が「民意に反する新基地建設の強行は憲法が保障する地方自治権の侵害だ」として、国側の憲法違反を訴えた上告を棄却し、審理しないことにした。

　県は確定判決に従うことを確認しており、翁長知事は、判決後に取り消し処分を撤回するとみられる。国は辺野古移設に向けた埋め立て作業を速やかに再開する方針だが、移設に必要な海底の岩礁破砕などは、知事の承認が不可欠。翁長知事は「あらゆる手段で阻止する」と徹底抗戦する構えで、移設計画の先行きは不透明だ。

　九月の一審判決は、翁長知事の取り消し処分の前提になる仲井真弘多（ひろかず）前知事の埋め立て承認に違法性があるかを審理。「仲井真前知事の承認に裁量権の逸脱はなく、取り消した翁長知事の処分は違法だ」と結論付けた。

　その上で、「普天間飛行場の騒音被害や危険性は深刻な状況で、閉鎖して改善するしかない。被害を除去するには辺野古に移設する以外ない」などと指摘。国の判断は尊重すべきだとし、辺野古移設によって「全体としては沖縄の負担が軽減される」とも言及した。

　米軍基地移設の妥当性にまで踏み込んだ異例の内容で、最高裁がこうした言及に対して何らかの判断を示すかが注目される。

　翁長知事は二〇一五年十月、埋め立て承認を取り消した。国は今年三月、取り消しを撤回するよう是正指示をしたが、従わなかったため七月に提訴した。

　今回の訴訟は、地方自治法の規定で高裁が一審を担った。

◆翁長知事「移設阻止思い遂げる」

＜翁長雄志知事の話＞　弁論が開かれないことは極めて残念。辺野古新基地は造らせないということを公約として掲げてきた。これからもその信念をしっかり持ちつつ、私の思いを遂げていきたい。

しんぶん赤旗2016年12月13日(火)

辺野古訴訟　最高裁　弁論開かず２０日判決　「オール沖縄」の団結へ　県の敗訴確定の見通し

　沖縄県名護市辺野古の米軍新基地建設をめぐり、翁長雄志知事が辺野古埋め立て承認「取り消し」の撤回を求めた国の是正指示に従わないのは違法だとして、国が県を訴えた訴訟で、最高裁第２小法廷（鬼丸かおる裁判長）は１２日、判決期日を１２月２０日に決定しました。

　国の言い分を全面的に認めた福岡高裁那覇支部の結論変更に必要な弁論が開かれないため、県の敗訴が確定する見通し。その場合、政府が辺野古埋め立て工事を再開する法的根拠が復活することになります。新基地建設を許さない「オール沖縄」のたたかいを再強化する局面に入ってきました。

　ヘリ基地反対協の安次富（あしとみ）浩共同代表は「全力で翁長知事を支えると同時に、辺野古に力を結集して抵抗を強めるための知恵を尽くしたい」と述べました。

　政府は昨年１１月、翁長知事が前知事による辺野古の埋め立て承認を取り消したことを不服として提訴。今年３月の和解条項で埋め立て工事は一時停止されましたが、福岡高裁那覇支部は９月、「辺野古新基地は必要」という不当判決を出しました。

　県は判決を不服として同２３日に提訴。１０月３日に上告理由書を最高裁に提出していました。

　翁長知事は「確定判決には従う」と述べています。一方、敗訴した場合でも「あらゆる手法」で辺野古新基地建設を阻止する姿勢は変わらないとしており、(1)辺野古埋め立て承認の「撤回」(2)設計変更申請の不承認(3)来年３月に切れる辺野古・大浦湾の岩礁破砕許可を更新しない―などの権限があるとの考えを示しています。

　翁長知事は同日、県庁で記者団の取材に応じ、「上告受理の申し立てについて弁論が開かれないことは極めて残念」と述べ、「判決の言い渡しを待って報告する機会を持ちたい」と語りました。

辺野古埋め立て訴訟で沖縄県が敗訴へ 国勝訴の判断維持 最高裁
ＮＨＫ12月12日 15時26分
沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設先とされる名護市辺野古沖の埋め立ての承認を沖縄県の翁長知事が取り消したことをめぐり、国が起こした裁判は、沖縄県の敗訴が確定する見通しとなりました。国の訴えを認めた高等裁判所の判決に対して沖縄県が上告していましたが、最高裁判所は、判断を変更する際に必要な弁論を開かずに判決を言い渡すことを決め、国側勝訴の判断が維持される見通しとなりました。
名護市辺野古沖の埋め立て承認を翁長知事が取り消したことをめぐっては、ことし３月に国と沖縄県が裁判でいったん和解しましたが、再び法廷で争う異例の経緯をたどっています。
ことし９月、福岡高等裁判所那覇支部は、「普天間基地の騒音被害を取り除くには辺野古沖に移設するしかなく、埋め立てを承認した前の知事の判断に不合理な点はない」として国の訴えを認め、承認の取り消しは違法だとする判決を言い渡しました。
これに対して沖縄県が上告し、最高裁判所第２小法廷は、今月２０日に判決を言い渡すことを決めました。判断を変更する際に必要な弁論が開かれないことから、国側勝訴の判断が維持される見通しとなりました。
国が埋め立て工事を再開した場合、翁長知事はあらゆる手段で移設を阻止するとしていて、双方の今後の対応が注目されます。
翁長知事「判決言い渡し待つ」
沖縄県の翁長知事は１２日午後７時前、記者団に対し、「最高裁判所から口頭弁論を開かず、今月２０日に判決を言い渡すという連絡があった。弁論が開かれないのは極めて残念だが、判決の言い渡しを待って、報告する機会を持ちたい」と述べました。
そして、翁長知事は、「判決には従うと言っているので、引き延ばすつもりはない」と述べたうえで、移設の阻止に有効な権限として知事が考えている辺野古沖の海底の岩礁を破壊するための許可について触れ、「県として岩礁破砕の許可とか、ひとつひとつしっかり検証し、これからも信念を持ちつつ、私の思いを遂げていきたい」と述べ、今後もあらゆる手段で移設を阻止する考えを示しました。
市民は
沖縄県の敗訴が確定する見通しとなったことについて那覇市の４０代の男性は「県が勝つと思っていたので、想定外です」と話していました。
那覇市の別の男性は「とても残念です。小さい島に基地がどれだけあるのか政府はわかっていないと思う。知事には、今後も移設反対の民意を反映させるよう頑張ってもらいたい」と話していました。
また、７０代の女性は「那覇市内でもヘリコプターの音でテレビの音が聞こえないこともある。沖縄の人の気持ちを分かってもらえないのかと思うと、心が痛いです」と話していました。
またアメリカ軍普天間基地がある宜野湾市の５０代の男性は、「辺野古のきれいな海を埋め立てずに国外に普天間基地を移設してほしい。翁長知事には辺野古の工事を止めるために頑張ってほしい」と話していました。
また、２０代の男性は「普天間基地の負担はあるが、県内に移設しても負担が残ることになる。沖縄は国からちゃんと相手にされていないと思う」と話していました。
さらに、２０代の女性は「小さい子どももいるのでうるさいし、基地はなくなればいいと思うが県内と県外どちらに移転するのがいいのかわからないです」と話していました。
辺野古移設反対の人たちは
普天間基地の名護市辺野古沖への移設に反対する人たちの活動の拠点となっているアメリカ軍基地のキャンプシュワブのゲート前には移設計画への抗議の意思を示そうと１２日も数人の人が集まっていました。
宜野湾市の７９歳の男性は、「県の敗訴は以前から予想されていたことだ。どんな判決になろうと、私たちは運動をやめず、頑張り続ける」と話していました。
防衛省 「沖縄県と協議したい」
これについて防衛省は、「裁判所から詳しい連絡はまだ入っていないが、判決の確定を受けて、沖縄県とは引き続き誠実に協議していきたい」としています。
官房長官「最終判断待ち誠実に対応」
菅官房長官は午後の記者会見で、「最高裁判所からの通知をまだ受けておらず、報道されている内容は承知をしていない」と述べました。
そのうえで、菅官房長官は、国の勝訴が確定した場合の対応について、「仮定の話に答えることは控えたいが、最高裁判所による最終的な司法判決が下された場合、国と沖縄県の双方が確定判決に従い、普天間飛行場の移設事業に、互いに協力をして誠実に対応していくことが和解案の中でうたわれている。わが国は法治国家であるので最高裁判所による最終的な判断を待っているところだ」と述べました。
沖縄県の今後の対応は
沖縄県の翁長知事はこれまで、県の敗訴が確定した場合、判決に従うとする一方で、知事が持つ別のあらゆる権限を駆使して移設を阻止する考えを示しています。
翁長知事は、敗訴が確定すれば承認の取り消しを撤回する文書を決裁し、沖縄防衛局に送ることにしていて、これによって埋め立てが承認された状態に戻り、国が再び辺野古沖で移設工事を行うことが可能になります。
一方、翁長知事は、移設阻止に有効な知事の権限として、来年３月に期限を迎える辺野古沖の海底の岩礁を破壊するための許可や、サンゴを移植するための許可などがあるとして、国が手続きに入れば、認めない可能性もあります。
ただ、こうした権限を踏まえ、国側もあらゆる対抗手段をとるものと見られ、実際に工事を止めることができるかどうかは不透明です。
埋め立て承認をめぐる国と沖縄県 異例の対立
名護市辺野古沖の埋め立て承認をめぐる国と沖縄県の対立は、双方が裁判を起こして争う異例の事態となりました。
アメリカ軍普天間基地の辺野古沖への移設計画に反対する翁長知事は、去年１０月、仲井真前知事が３年前に行った埋め立て承認について、「法律上問題があった」として取り消しました。
これに対して国は、「著しく公益を害する」として、去年１１月、知事の代わりに取り消しを撤回する「代執行」を求める訴えを福岡高等裁判所那覇支部に起こしました。
これに対して県も工事を早急に止めるには裁判を起こす必要があるとして、国を訴えました。
主張が対立するなか、裁判所は和解を勧告し、ことし３月に双方が受け入れて埋め立て工事は中止されました。和解条項では国と県が問題の解決に向けた協議を行うことや、その間の法的な手続きが示され、国はこの条項に基づいて承認の取り消しを撤回するよう求める「是正の指示」を出しました。
県は、この指示には応じられないとして、国と地方の争いを調停する「国地方係争処理委員会」に審査を申し出ました。
ことし６月、委員会は、国の指示が違法かどうか判断しないとする結論をまとめ、国と県が協議して解決するよう求めました。
翁長知事は、国の指示には応じないまま、協議を通じて問題の解決を目指したいという考えを伝えました。
これに対して国は、県が指示に応じないのは違法だとして今回の裁判を起こし、再び法廷で争うことになりました。
ことし９月、福岡高等裁判所那覇支部は、国の主張を全面的に認め、翁長知事が承認を取り消したのは違法だとする判決を言い渡し、県が上告しました。
翁長知事は、先月、報道各社の取材に対して、最高裁判所で敗訴が確定したとしても、知事が持つあらゆる権限を使って移設計画を阻止する考えを示していて、今後、どのような対応をとるかが焦点となります。
２０年前の裁判との違い
沖縄の基地問題をめぐって２０年前に国と沖縄県が争った裁判では、最高裁判所は、今回とは異なり、裁判官全員が参加する大法廷で審理しました。
平成７年１２月、当時の大田知事は、アメリカ軍に土地を提供し続けることに反対していた地主の代わりに土地の調書などに署名するよう国に求められましたが、拒否したため、裁判を起こされました。
当時、沖縄では、アメリカ兵による少女暴行事件をきっかけに、基地の縮小を求める声が高まっていました。
翌年の３月、福岡高等裁判所那覇支部は、国側の主張を認め、手続きは適正だとして代わりに署名するよう命じる判決を言い渡し、県側が上告しました。
最高裁判所は、通常のように３つある小法廷の１つで審理を進めるのではなく、憲法に関わる問題など重大な事案を扱う大法廷を開き、１５人の裁判官全員で審理しました。
大法廷では意見を述べる場が設けられ、大田知事は、アメリカ軍への土地の提供を定めた法律は憲法違反だと主張し、「基地の重圧に苦しむ沖縄の現状を理解してほしい」と訴えました。
その後、上告が退けられ、県側の敗訴が確定しましたが、裁判官のうち６人は、基地の集中による沖縄県民の負担の大きさを認め、軽減するには政府の対応が必要だという意見を述べました。
２０年後、再び国と県が争うことになった今回の裁判では、憲法に関わる問題は主な争点になりませんでしたが、最高裁が基地問題の性質を踏まえて大法廷を開くかどうかが焦点の１つとなっていました。
しかし、大法廷での審理は見送られ、意見を述べる場は設けられず、小法廷で判決が言い渡されることになりました。
翁長沖縄知事「極めて残念」＝敗訴確定見通しで－権限行使し徹底抵抗も・辺野古移設訴訟


米軍普天間飛行場の名護市辺野古移設をめぐる訴訟で敗訴が確定する見通しになり、厳しい表情で記者団の取材に応じる沖縄県の翁長雄志知事＝１２日午後、沖縄県庁
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる訴訟で、最高裁が弁論を開かず、沖縄県の敗訴が確定する見通しになったことについて、同県の翁長雄志知事は１２日、県庁で記者団に「弁論が開かれないことは極めて残念」と述べた。敗訴確定後の具体的な対応については、「判決の言い渡しを待って報告する機会を持ちたい」とした。
　翁長知事は、名護市辺野古沖の埋め立て承認取り消しを違法とした高裁判決が確定すれば、「判決には従う」と改めて明言。一方で、これまでに国が工事を進める上で必要な申請を認めない意向も示しており、１２日も「（海底の地形を変更する）岩礁破砕など一つ一つ検証していく」と述べた。
　国からの岩礁破砕申請を許可するかどうかについては、確定判決に拘束されないとの見解も示した。
　知事は「辺野古新基地は造らせないということを公約として掲げてきた。これからもその信念をしっかり持ちつつ、わたしの思いを遂げていきたい」と述べ、移設阻止へ全力を挙げる考えを強調した。（時事通信2016/12/12-22:00）
沖縄県、敗訴の方向に翁長知事「極めて残念」　辺野古違法確認訴訟

沖縄タイムス2016年12月12日 19:41

　翁長雄志知事は１２日夜、名護市辺野古の新基地建設を巡る違法確認訴訟で、県が敗訴する方向となったことに「弁論が開かれないのは極めて残念だ」と述べた。県庁で記者団に答えた。



最高裁で弁論が開かれないことについて「極めて残念だ」と述べる翁長雄志知事＝１２日午後７時、県庁

　知事は敗訴が確定した場合、辺野古海域の埋め立て承認取り消し処分を、自ら取り消すことを決めている。知事は取り消し時期を「長く伸ばしてもどうかと思う」と述べ、早ければ年内にも手続きをする考えを示唆した。

　政府は知事が取り消し処分を取り消せば、辺野古で新基地建設に関連する手続きを再開する方針だ。

「判決には従うが、新基地は造らせない」　翁長知事
朝日新聞デジタル2016年12月12日21時29分
　翁長雄志知事は「弁論が開かれないのは極めて残念。判決が出た場合には従う」と述べた。一方で「辺野古新基地は造らせない。埋め立て承認が適法であっても、別の手続きについては法規上の判断を厳正にしなければならない」とも語り、移設工事を止めるために別の知事権限を行使する考えも示した。
知事 移設阻止堅持も正念場
ＮＨＫ沖縄12月13日　05時20分
沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設先とされる名護市辺野古沖の埋め立て承認をめぐり国が起こした裁判は、沖縄県の敗訴が確定する見通しとなりました。
沖縄県の翁長知事は、判決に従う一方、今後もあらゆる権限を行使して移設阻止を目指す構えですが、最高裁判所の判断は重く、判決が言い渡される今月２０日以降、正念場を迎えることになります。沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設先とされる名護市辺野古沖の埋め立て承認をめぐり、国が沖縄県を訴えた裁判は１２日、１２月２０日に最高裁判所で判決が言い渡されることになり、沖縄県の敗訴が確定する見通しとなりました。
翁長知事は１２日夜記者団に対し、「判決には従うと言っているので、引き延ばすつもりはない」と述べ、敗訴が確定すれば、速やかに承認取り消しを撤回する考えを示しました。
一方で翁長知事は、「県として岩礁破砕の許可とか、ひとつひとつしっかり検証し、これからも信念を持ちつつ、私の思いを遂げていきたい」と述べ、辺野古沖の海底の岩礁を破壊する許可など知事が持つあらゆる権限を行使して今後も移設阻止を目指す考えを示しました。
翁長知事は、最高裁判所が判決を言い渡す１２月２０日を待たずに、移設阻止に向けた方策の検討を加速させることにしていますが、最高裁の判断は重く、翁長知事は就任から２年で大きな正念場を迎えることになります。 
工事できる状況で作業再開か
ＮＨＫ沖縄12月13日　05時33分
一方、移設を進める立ち場の沖縄防衛局は今後、埋め立て工事ができる状態になれば、現在、中止している工事の再開を急ぐことにしています。
沖縄防衛局は、おととし８月、名護市辺野古沖で埋め立て工事の前提となるボーリング調査を始めたほか、去年１０月には、埋め立て予定地に隣接するアメリカ軍基地の陸上部分で仮設の資材置き場の整備を始めるなど埋め立ての本体工事に着手しました。
これらの工事はことし３月に、裁判で県と国が和解した後いったん中止されています。
その後、国が起こした裁判で１２日沖縄県の敗訴が確定する見通しとなったことをうけて、沖縄防衛局は今後、判決を経て工事ができる状態となれば、中止している工事の再開を急ぐことにしています。
具体的には、まず、海上で立ち入り禁止区域を示すフロートを再び張る作業から始めるということです。
また、翁長知事があらゆる権限を行使して移設阻止を目指す考えを示していることから、海底の岩礁を破壊するための県の許可が来年３月に期限を迎えるのを前に今後の工事で海水が濁った場合に汚れが広がるのを防ぐ「汚濁防止膜」を固定するためのコンクリートブロックを海底に設置する作業も急ぐものと見られます。 
那覇軍港の浦添移設、翁長知事が容認　「新基地でなく民港」

琉球新報2016年12月10日 06:30 
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那覇軍港の浦添移設に関して会見する翁長雄志知事＝９日午後８時ごろ、県庁
　翁長雄志知事は９日の県議会一般質問で、那覇軍港の浦添地先移設について「儀間（光男浦添）市長（当時）の英断でやられた中で港湾内の整理整頓の範囲内ということで、（私も）那覇市長時代に認めてきた。（知事としても）認めるということになる」と翁長県政の姿勢を説明した。その後の会見で「新基地というより民港。港湾内での移動」と述べ、那覇軍港の移設先の施設は辺野古新基地のような新基地ではないとの認識を強調した。
　翁長氏は知事選時のアンケートでも軍港の浦添移設を「容認」としていたが、知事就任後に公の場で容認発言をするのは初めて。
　会見では「浦添は新しく造成地を造り、港湾を造り、その一画に位置するわけで、いずれは返還される。市民の本当の財産になっていく。固定資産税の財政収入が予測できると、受け入れの自治体がそういう形で理解いただいたのも大きい」とも語った。
　那覇軍港の浦添地先移転を巡っては２００１年に儀間浦添市長が受け入れを表明。０３年に那覇港湾移設協議会で防衛施設庁から位置と形状の案が示され、県と那覇市、浦添市が了承した。その後、城間幹子那覇市長も容認し、松本哲治浦添市長は１期目の選挙戦中は浦添移設に反対を掲げたが、市長就任後に容認に転じた。
　那覇軍港の浦添地先移設は軍港全面返還の条件として１９９６年の日米特別行動委員会（ＳＡＣＯ）最終報告に盛り込まれた。那覇軍港の返還自体は７４年の日米安全保障協議委員会で移設条件付きの全部返還が合意されていた。
「政権べったり」「抵抗続ける」＝敗訴確定見通し、怒る市民－辺野古訴訟・沖縄
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる訴訟で、県の敗訴が確定する見通しとなった１２日、移設に反対する市民からは「政権べったりだ」「民意を無視している」などと失望の声が漏れた。



辺野古の米軍キャンプ・シュワブのゲート前で、普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の移設反対などを訴える市民ら＝９月、沖縄県名護市辺野古
　埋め立て予定地の大浦湾に面した名護市三原に住む浦島悦子さん（６８）は、「今の司法は政権べったり。こんなに早く最高裁の判断が出ることになるなんて」と驚いた様子。「（工事が止まる）前の状態に戻るのは気が重いが、非暴力でできる最大限の抵抗で工事はさせない」と意気込んだ。
　辺野古で座り込みを続ける名護市の市民団体代表、安次富浩さん（７０）は、「沖縄の民意が政治でも司法でも生かされず、国策優先だ」と怒りをあらわにした。「司法の判断が不当極まりないものであれば一層知事を支える。もう一度沖縄を戦場にしないよう、未来をかけて闘う」と強調した。
　名護市の稲嶺進市長は市役所で記者団に、「海にも陸にも（基地を）造らせないとこれまで言っている。それは全然変わらない」と語気を強めた。
　ただ、市民からはあきらめに似た声も聞かれた。名護市のアルバイト女性（６７）は「どれだけ反対しても国は一度決めたことを貫き通す。どんなにあがいても仕方がない」と力なく話した。（時事通信2016/12/12-20:44）
辺野古訴訟「司法まで沖縄差別」　出身の学生「訴え、なぜ通らない」

東京新聞2016年12月13日 朝刊

 

	辺野古への米軍普天間飛行場の移設などに反対する人たちは１０日、日比谷野外音楽堂で「沖縄を壊すな」と声を上げた＝東京都千代田区で
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　沖縄県の米軍普天間（ふてんま）飛行場（宜野湾（ぎのわん）市）の名護市辺野古への移設に伴う新基地建設を巡る訴訟で、県側が敗訴する見通しとなった十二日、首都圏の沖縄出身者から「司法も沖縄差別に加担するのか」などの怒りの声が上がった。県外の人たちに基地問題に関心を持ってもらおうと、講演などをしている大学生は「でも、諦めない」と力を込めた。名護、宜野湾の両市民からも憤りの声が聞かれた。　（片山夏子、中山高志、中沢誠）

　沖縄在住や出身の学生らでつくる「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）琉球」の中心メンバーの国際基督教大四年、元山仁士郎（じんしろう）さん（２５）＝宜野湾市出身＝は、仲間からの連絡でニュースを知り、「厳しいな」と思った。「でも諦めないし、これで負けではない。引き続きデモや集会、講演などでこの問題について伝えていかなければと思った」と話す。

　東京・日比谷では十日、辺野古移設と米軍北部訓練場のヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）工事に反対する集会が開かれたばかり。元山さんも約三千九百人（主催者発表）の参加者の一人として「平和を壊すな、沖縄を壊すな」と声を上げた。

　沖縄県では二〇一四年十二月の衆院選、今年七月の参院選で辺野古移設に反対する候補が連勝、六月の県議選でも反対派が過半数を占めた。元山さんは「地元の声は重い。国は時間をかけて、もっと聞くべきだ。佐賀県のオスプレイ配備は中止になったのに、なぜ沖縄は地元の声が通らないのか」と語気を強めた。

　専修大三年の豊島鉄博さん（２２）＝那覇市出身＝は昨年、辺野古に国が設置した巨大なブロックによるサンゴ礁破壊や、海上保安庁の過剰とも言える警備ぶりを写真や映像で知った。「故郷の沖縄ですごいことが起きている」と衝撃を受けて辺野古を訪れ、住民の生の声に耳を傾けた。

　「憲法で保障する地方自治の原則はどこに行ったのか」と疑問を投げかける。

　「沖縄・一坪反戦地主会」関東ブロック事務局長の木村辰彦さん（６４）＝那覇市出身＝は「福岡高裁那覇支部の判決は国の主張をそのままなぞった判決だった。最高裁には法の番人として、知事の弁論を聞いた上で、公正中立に判断してほしかった」と発言。「政府のみならず司法も沖縄差別に加担するのか」と怒りをにじませた。

政府、勝訴見通しを歓迎＝沖縄県はなお徹底抗戦－辺野古移設訴訟
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる訴訟で国側の勝訴が確定する見通しとなったことを受け、政府は「辺野古埋め立てのお墨付きを得られる」（防衛省幹部）と歓迎している。日米合意に沿った現行計画の履行に向け、工事再開の準備に入る方針だ。これに対し県側は、埋め立て承認の撤回も視野に、引き続き徹底抗戦の構えだ。


米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の違法確認訴訟の上告審で、国側の勝訴が確定する見通しとなり、記者会見する菅義偉官房長官＝１２日午後、首相官邸
　菅義偉官房長官は１２日の記者会見で、国側勝訴の見通しについて問われ「わが国は法治国家なので、最高裁による最適な判断を待っている」と期待を表明。政権幹部は「最高裁が決めたことに従うのは当然だ」と指摘した。
　翁長雄志知事はかねて確定判決には従うと表明しており、埋め立て承認取り消し措置を撤回すれば、政府は第１段階としてボーリング調査再開のためのフロート（海上浮具）や、護岸工事のための汚濁防止幕の設置を年内にも始めたい考えだ。
　沖縄県では２２日、本土復帰後最大となる米軍北部訓練場（国頭、東村）の過半約４０００ヘクタールが返還される。沖縄の基地負担軽減に取り組む姿勢もアピールし、県内の反対世論の軟化も狙う。
　一方、翁長氏は、最高裁判決は受け入れる意向だが、「この一つの裁判だけの話」と位置付けている。今後も県のさまざまな権限を駆使し、移設阻止に全力を挙げる姿勢を崩していない。
　翁長氏は１２日、２０１７年３月末に期限を迎える知事の岩礁破砕許可など、埋め立て工事を進めるのに必要な別の手続きで政府に対抗する考えを県庁で記者団に重ねて表明。「法規上の要件の判断を厳正にしなければならない。要件を充足していないのであれば許可できない」と強くけん制しており、政府と県の対立が収束する兆しは見えていない。（時事通信2016/12/12-21:32）
政府 普天間移設工事の早期再開に理解求める
ＮＨＫ12月13日 4時18分
沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設先とされている名護市辺野古沖の埋め立て承認をめぐる裁判で、国側の勝訴が確定する見通しとなりました。政府は、沖縄県最大のアメリカ軍の演習場・北部訓練場の一部返還が今月２２日に実現することも踏まえ、引き続き、基地負担の軽減に取り組み、移設工事の早期再開に理解を求めていくことにしています。
沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設先とされている名護市辺野古沖の埋め立ての承認を沖縄県の翁長知事が取り消したことをめぐって国が起こした裁判は、今月２０日に判決が言い渡されることになりました。裁判では、国の訴えを認めた高等裁判所の判決に対して沖縄県が上告していましたが、最高裁判所は、判断を変更する際に必要な弁論を開かずに判決を言い渡すことを決め、沖縄県の敗訴が確定する見通しです。
普天間基地の移設工事は、政府と沖縄県の双方が、ことし３月、裁判所が示した和解条項を受け入れたことから中断されていて、政府は、判決が確定したあと、速やかに工事を再開したい考えです。菅官房長官は、１２日の記者会見で、「最高裁判所による最終的な司法判決が下された場合、国と沖縄県の双方が確定判決に従い、普天間飛行場の移設事業に、互いに協力して誠実に対応していくことが和解案の中でうたわれている」と指摘しました。
これに対し、沖縄県の翁長知事は「判決には従うと言っているので引き延ばすつもりはない」としながらも、「これからも信念を持ちつつ私の思いを遂げていきたい」と述べ、今後もあらゆる手段で移設を阻止する考えを示しました。
政府は、沖縄県最大のアメリカ軍の演習場・北部訓練場の半分を超える面積の返還が今月２２日に実現することも踏まえて、引き続き、基地負担の軽減に取り組み、移設工事の早期再開に理解を求めていくことにしています。
北部訓練場返還式典欠席へ＝オスプレイ危険な訓練抗議で－翁長沖縄知事
　沖縄県の翁長雄志知事は１２日、今月予定されている米軍北部訓練場（沖縄県東村など）の部分返還の式典に出席しない考えを示した。県や沖縄防衛局の抗議にもかかわらず、米海兵隊の新型輸送機オスプレイが危険な訓練を繰り返していることなどを理由に挙げた。
　政府は今月２２日に返還式典を沖縄県で開く予定で、菅義偉官房長官が出席するとみられる。翁長知事も招待されていた。
　同県宜野座村の米軍キャンプ・ハンセン周辺では、オスプレイが物資のつり下げ訓練を繰り返し、住民に大きな不安を与えている。
　翁長知事は「北部訓練場のヘリコプター着陸帯が本格運用されれば、東村周辺でも同様なことが起きる可能性が容易に予想される」と指摘。「北部訓練場の返還に対しては、多くの県民が理不尽な思いを抱いている」と述べた。（時事通信2016/12/12-22:03）
北部訓練場返還式、知事は欠席　「沖縄県民が理不尽な思い」　オスプレイのつり下げ訓練指摘

琉球新報2016年12月12日 19:55 
　沖縄県の翁長雄志知事は１２日夜、県庁で会見し、２２日の米軍北部訓練場の返還式と祝賀会について「県としては出席については見合わせることにした」と発表した。
　欠席の理由について、訓練場内のヘリパッド建設の拙速な進め方に加え、宜野座村城原区で県などの抗議にもかかわらずオスプレイつり下げ訓練が継続されていることなどを列挙。「東村高江周辺でもこのようなことが起こり得ることが容易に予想され、県としては到底容認できない。北部訓練場の返還には私のみならず、多くの県民が理不尽な思いを抱いている」と指摘した。
　会見では併せて、辺野古違法確認訴訟で上告した最高裁が弁論を開かず判決期日を伝えてきたことについて「弁論が開かれないことは極めて残念だが、判決言い渡しを待って報告する機会を持ちたい」と述べるにとどめた。

沖縄 翁長知事 米軍北部訓練場の一部返還記念式典を欠席へ
ＮＨＫ12月12日 21時46分
沖縄県のアメリカ軍北部訓練場の一部返還に合わせ、今月２２日に政府が主催する記念式典について、翁長知事は１２日夜、記者団に対して、新たなヘリコプター発着場でのオスプレイの運用は容認できないなどとして出席しない考えを明らかにしました。
アメリカ軍の北部訓練場をめぐっては、オスプレイも利用するヘリコプター発着場が新たに６か所建設される代わりに、敷地の半分に当たるおよそ４０００ヘクタールが今月２２日に返還されることになっていて、政府は返還に合わせて名護市内で記念式典を開くことにしています。
この式典への出席について翁長知事は１２日夜、記者団に対し「２年前の知事選挙でオスプレイの配備に反対することを公約に掲げ、信念を持って取り組んでいる」と述べました。
そのうえで、宜野座村の民間地の上空で先週、オスプレイが物資のつり下げ訓練を行ったことに触れ、「アメリカ軍の姿勢には県民への配慮が全くない。北部訓練場でも同じようなことが起こりうると容易に予想され、到底、容認できない」などと述べて、式典に出席しない考えを明らかにしました。
知事 訓練場の返還式典欠席へ
ＮＨＫ沖縄12月12日　21時13分
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沖縄県のアメリカ軍北部訓練場の一部返還に合わせ、１２月２２日に政府が主催する記念式典について、翁長知事は１２日夜記者団に対し、新たなヘリコプター発着場のオスプレイの運用は容認出来ないなどとして、出席しない考えを明らかにしました。
アメリカ軍北部訓練場は、オスプレイも利用する６つのヘリコプター発着場を新たに建設した上で、敷地の半分にあたるおよそ４０００ヘクタールを１２月２２日に返還することになっていて、政府は返還に合わせ、名護市内で記念式典を開くことにしています。
この式典への出席について、翁長知事は１２日夜記者団に対し、「２年前の知事選挙で、オスプレイ配備に反対することを公約に掲げ、信念をもって取り組んでいる」と述べました。
その上で先週、宜野座村の民間地の上空で、オスプレイが物資のつり下げ訓練を行ったことに触れ、「アメリカ軍の姿勢には県民への配慮がまったく無く、北部訓練場でも同じようなことが起こりうることが容易に予想され、到底容認できない」などと述べ、式典には出席しない考えを明らかにしました。 
しんぶん赤旗2016年12月13日(火)

沖縄　米軍北部訓練場「返還式」　翁長知事　出席見合わせ
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（写真）記者会見する翁長知事＝12日、沖縄県庁


　沖縄県の翁長雄志知事は１２日、県庁内で記者団に対し、東村高江の米軍オスプレイパッド（着陸帯）建設と引き換えの「米軍北部訓練場返還式」（２２日）に出席を見合わせる考えを示しました。

　翁長知事は、(1)宜野座（ぎのざ）村城原区で米海兵隊の垂直離着陸機ＭＶ２２オスプレイがつりさげ訓練を連日強行しており、高江着陸帯の本格運用が開始されれば同様の事態が容易に予想される(2)北部訓練場にたいして多くの県民が理不尽な思いを抱いている―ことなどを総合的に検討した結果、式典への出席は見合わせることにしたと述べました。

官房長官 米軍演習場返還の式典「都合つけば出席したい」
ＮＨＫ12月9日 20時44分
菅官房長官は９日午後の記者会見で、沖縄県最大のアメリカ軍の演習場・北部訓練場の一部返還に合わせて、今月２２日に沖縄県で記念式典を開くため案内状の送付を始めたことを明らかにしたうえで、みずからも都合がつけば出席したいという考えを示しました。
政府は、アメリカ政府との間で今月２２日に沖縄県最大のアメリカ軍の演習場・北部訓練場の一部返還を実現するため準備を進めています。
これに関連して、菅官房長官は「今月２２日午後に沖縄県名護市の万国津梁館で返還式典を行うべく準備している。きょう午後から案内状の送付を開始しており、私も可能であれば出席したい」と述べました。
また、菅官房長官は、記者団が翁長知事を招待する予定があるのか質問したのに対し、「県知事なので当然、案内はきょう出されるだろう。ただ、翁長知事と会談するかどうかは現時点では決まっていない」と述べました。
歩道に立つだけなのに…　大宜味村でのヘリパッド建設抗議、警察が撮影

沖縄タイムス2016年12月12日 07:40

　【大宜味】米軍ヘリパッド建設に反対する大宜味村民が歩道に立つだけの抗議行動に対して、警察がビデオカメラを向け続けている。警察が市民を撮影するには現行犯であることなど、厳格な縛りがある。弁護士は撮影を違法と断じ、市民も「表現の自由を萎縮させる狙いだ」と反発する。県警は「個別案件には答えを差し控える」と回答しなかった。（北部報道部・阿部岳）



沿道で抗議する市民にビデオカメラを向ける警察官＝９日午前８時すぎ、大宜味村喜如嘉

　９日午前８時すぎ、大宜味村喜如嘉の国道５８号。ヘリパッド建設用の砂利を東村高江まで運ぶダンプの車列が南下してきた。住民８人が歩道上でプラカードを掲げて抗議。すると、車列の中にいた警察車両２台から、警察官がビデオカメラを住民に向けた。抗議行動はこの夏、高江まで行けなくても意思表示したい、と大宜味村内の３カ所で自然発生的に始まった。参加者には９０代の女性もいる。車道に飛び出したりせず、平和に行動することを申し合わせている。

　だが、警察による撮影は開始当初から恒常的に続いているという。窓を開け、速度を落として「なめるように」撮る警官もいる。

　喜如嘉区の大山美佐子区長は「脅しなのか。絶対に許せない」と憤る。５０代の女性は「地元のおじさん、おばさんが平和に抗議しているだけ。警察が法律の通り公平中正なら、抗議くらい自由にさせてほしい」と求める。

　警官が市民のデモを撮影するのは「現に犯罪が行われた」などの場合に限ると示した最高裁判例（１９６９年）がある。住民らは６日、判例を添えて県警ウェブサイトから苦情を申し出たが、まだ回答はないという。

　小口幸人弁護士は「大宜味の現場で犯罪は起きておらず、撮影目的も不明。純粋に違法だ」と指摘する。「萎縮すれば思うつぼ。警察の人権侵害に抗議し、憲法に定められた通り、不断の努力で権利を守っていく必要がある」と話した。

　一方、県警は本紙取材に対し「（ダンプの）出発地点から到着地点までの間で反対派による飛び出し、寝転びなどの違法行為が行われてきている。事案の発生に備え、法令、判例を踏まえ適切な警察活動を行っている」と一般論で説明。大宜味村の現場での撮影が合法かどうかについては答えなかった。

土人発言「映像つぶさに見ていない」　鶴保・沖縄北方相
朝日新聞デジタル2016年12月12日20時12分

鶴保庸介氏
■鶴保庸介・沖縄北方相
　（沖縄県の米軍施設建設現場付近で機動隊員が抗議活動をしている人に「土人」と叫んだ状況を確認したかと質問され）私は映像をつぶさには見ていない。どの映像の部分で述べられているか等々、（差別であるかどうかを）判断する立場にないと繰り返し申し上げてきたつもりです。
　（参院法務委員会で参考人が「土人」発言は差別だとの認識を示したことについて）大変な問題発言ということさえ認めれば、差別と規定するかどうかはあまり重要でないとの発言もあった。石垣市議会の決議は、県民への差別発言ではないとしっかり書いている（参院沖縄北方特別委員会で）
石破氏、1月解散「あり得る」　自民・元幹事長

共同通信2016/12/10 21:37

　自民党の石破茂元幹事長は10日のTBS番組の収録で、来年1月の衆院解散について可能性はあるとの認識を示した。「前回衆院選から2年たっており、十分あり得る」と述べた。他の理由として、報道機関による世論調査での高い内閣支持率や、安倍晋三首相の米ハワイ真珠湾訪問など外交成果が見込まれることを挙げた。

　民進党の蓮舫代表との7日の党首討論で首相が応酬を展開したことを念頭に「野党と話をする時は、言い負かせばいいのではなく、その向こうの国民に語り掛けるのが大事だ」と指摘した。

山口・公明代表　衆院解散論に「一喜一憂せず常在戦場」
朝日新聞デジタル2016年12月11日18時58分
■山口那津男・公明党代表
　（来年１月・２月の衆院解散論について）解散は総理の専権事項なので、どういう理由でいつ解散するかということは我々は言及しない。ずっとそれを一貫してきた。我々はあくまで受け身。任期満了まで２年を切った現状のもとで常在戦場の心構えをということは日ごろから言っていることなので、そこは一喜一憂せずに、まず当面の北九州市議選（来年１月２９日投開票）、それに続く地方選挙、着実に準備を進めていきたい。（北九州市で記者団に）
早期解散にらむ与野党　衆院任期あす折り返し

東京新聞2016年12月13日 朝刊
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　衆院議員は二〇一八年十二月十三日までの四年間の任期が、今月十四日に折り返しとなる。残り任期が半分を切ると、いつ衆院解散・総選挙があってもおかしくないというのが政界の共通認識。与野党は、安倍晋三首相が早期に解散に打って出る可能性はあるとみて準備を急ぐ。　（清水俊介）

　自民党の二階俊博幹事長は今月七日の講演で「年内解散はないが、年が明けてどうなっているか」と年明け解散の可能性に言及した。こうした見方が広がる根拠は複数ある。

　一つは内閣支持率の高さだ。共同通信の最新の世論調査（十一月二十六、二十七両日）で６０・７％と、三年ぶりに６０％を超えた。自民党内からは「これ以上は望めない。時間がたてば下がる一方」（閣僚経験者）と早期解散論が出ている。

　また、来年夏に東京都議選があり、連立を組む公明党には衆院選との接近を避けたい意向が強い。さらに衆院議員選挙区画定審議会（区割り審）が来年五月二十七日までに新たな区割り案を勧告する。与党を中心に、現行の区割りでの衆院選を期待する声がある。

　外交分野では、首相は今月十五、十六両日、ロシアのプーチン大統領と会談し、北方領土問題などを協議。今月下旬には米国ハワイの真珠湾を訪れ、戦争の犠牲者を慰霊する。これらで成果を上げて解散との観測も与野党にある。

　一方、夏の参院選で一定の成果を上げた野党の選挙協力は、衆院選に向けては順調とは言えない。民進党は小選挙区で元職・新人だけ百十六人を公認（十一月二十九日現在）。共産党は今月五日に二百五十四人の一次公認を発表し、その後も擁立を進めている。相当数の選挙区で候補者調整が必要となる。

　もっとも、世論の反対の根強い環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の国会承認やカジノ解禁法案の性急な審議など、首相が解散に踏み切るにはマイナス要素も多い。年明け解散の場合、通常国会で一七年度予算案の審議にも影響が出かねない。

民進・安住氏、来月の共産党大会に出席　共闘積極派
朝日新聞デジタル2016年12月10日17時56分
　民進党の蓮舫代表は１０日、来年１月の共産党大会に、安住淳代表代行が出席することを明らかにした。社民党は吉田忠智党首が出席する予定で、共産によると、党大会に他党の党首級が出席するのは初めて。
　共産が、共闘する民進、自由、社民の３党党首を招待していた。蓮舫氏は自らは欠席するが、「安住氏が適任で、行ってもらう」と記者団に語った。安住氏は７月の参院選で共闘を積極的に進め、１０月の衆院２補選でも３党の幹部と並んで応援演説をした。自由の小沢一郎代表は、党大会を欠席する予定。
しんぶん赤旗2016年12月13日(火)

自公維が年金・カジノ法案きょう採決狙う　暴走阻止へ野党結束　会期末へ攻防

　カジノ解禁推進法案と「年金カット法案」について、自民党は１２日、民進党との参院国対委員長会談で、１３日の参院内閣、厚生労働両委員会で両法案を採決することを提案しました。民進側は審議時間が十分でないとして拒否。１４日の会期末が迫る中、国民多数が反対する重大法案をめぐり、暴走阻止・徹底審議を求めて結束する野党と、可決・成立へ強行の姿勢を見せる自民、公明、維新との攻防が続いています。

　自民党は１２日の内閣委理事会で、カジノ法案の１３日採決を提案し、維新も賛成。日本共産党の田村智子議員は、採決できる状況にはないとして反対しました。民進や「希望の会」（自由・社民）も採決に反対し、さらなる審議を要求。１３日に６時間の質疑を行うことのみを決めました。

　自民党はカジノ法案について、委員会採決を省いて本会議採決に持ち込む「中間報告」などの異例の手段も視野に入れています。

　「年金カット法案」を審議している厚労委の１２日の理事会で与野党は、１３日午前に安倍晋三首相出席の質疑、午後に対政府質疑を行うことで合意。与党は同日中にも採決を狙っています。

国会 カジノ含むＩＲ法案など与野党攻防が山場に
ＮＨＫ12月12日 4時35分
国会は、会期末を１４日に控え、自民党が、カジノを含むＩＲ・統合型リゾート施設の整備を推進する法案などの成立に全力をあげることにしているのに対し、民進党は、安倍内閣に対する不信任決議案の提出も検討するなど、与野党の攻防は今週、山場を迎えます。
国会は、会期末を１４日に控え、カジノを含むＩＲ・統合型リゾート施設の整備を推進する法案と、年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案の審議が参議院で続いていて、いずれの委員会でも、１２日に参考人質疑が行われます。
２つの法案について、自民党は、いまの国会での成立に全力をあげることにしていて、茂木政務調査会長は「日本の経済成長や国民生活の安心につながる法案は、速やかに成立させる必要がある」と述べました。
また、カジノを含む統合型リゾート施設の整備を推進する法案を審議する内閣委員会は、委員長を民進党議員が務めているため、自民党は「審議の続行を理由に採決を行わない可能性もある」として、委員会での採決を省略して直接本会議で採決する「中間報告」という方法も検討しています。
これに対して、民進党や共産党などは、「法案は、賭博の合法化やギャンブル依存症対策が十分示されていない」と指摘しているほか、年金制度改革関連法案も給付を削減するもので認められないとして、成立阻止に向けて結束して対応する方針です。これに関連して、民進党は、蓮舫代表が「政府与党は国会を軽視しており、すべての選択肢を考える」と述べ、安倍内閣に対する不信任決議案の提出も検討するなど、与野党の攻防は今週、山場を迎えます。
年金法案、１３日にも採決＝与党に会期再延長案浮上－民進、内閣不信任へ調整
　自民党は１２日、民進党との参院国対委員長会談で、カジノを中心とする統合型リゾート（ＩＲ）推進法案を参院内閣委員会で、年金制度改革法案を参院厚生労働委員会で、それぞれ１３日に採決したいと提案した。民進党は拒否したが、自民党は両法案を１４日までの今国会で成立させる方針。民進党は成立阻止へ内閣不信任決議案で対抗する構えだが、与党内では野党の出方次第で会期を再延長する案も浮上、攻防は大詰めを迎える。
　民進党は、両法案を自民党が強引に採決に持ち込めば、内閣不信任案を衆院に提出することも検討しており、１２日の執行役員会で対応を協議。野田佳彦幹事長は記者会見で「いざというときには、あらゆる手段を排除しない」と与党をけん制した。１３日にも共産党など他の野党と提出に向けた調整に入る見通しだ。
　これに対し、自民党の二階俊博幹事長は１２日の役員会で、国会対応について、「何が起きても万全の態勢が取れるよう緊張感を持って対処していただきたい」と述べた。与党内には、両法案の会期内成立が危うくなれば、１８日ごろまで再延長する案が出ている。
　年金法案を審議する厚労委は、１３日に安倍晋三首相が出席する集中審議と、一般質疑を行うことを決めた。自民党は質疑終了後、野党が同意しなくても同日中に採決に踏み切る構え。ただ、参院議院運営委員会は１２日に予定していた理事会を開かず、１３日の本会議開催を見送った。
　一方、カジノ法案について、内閣委は１３日も審議を続行することで与野党が合意した。委員長ポストは民進党が握っており、与野党合意抜きでの採決は難しいことから、自民党は委員会採決を省略し、１４日の参院本会議で中間報告を経て採決、成立させることも視野に入れている。
　中間報告について、民進党の野田氏は１２日の会見で「乱暴な国会運営につながる。あってはならない」と強調。共産党の小池晃書記局長も「言語道断だ」と語った。（時事通信2016/12/12-21:30）
年金制度改革関連法案 委員会採決 引き続き協議へ
ＮＨＫ12月12日 12時01分
参議院厚生労働委員会の理事会が開かれ、与党側が、年金制度改革関連法案の取り扱いについて、「あすで衆議院の審議時間を超える見通しだ」として１３日の採決を提案したのに対し、民進党や共産党などは、審議を深めるべきだとして、引き続き、協議することになりました。
年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ、年金制度改革関連法案を審議している参議院の厚生労働委員会は、理事会を開き、今後の審議日程を協議しました。
この中で、与野党は、１３日午前、安倍総理大臣に出席を求めて質疑を行うことなどで合意しました。
このあと、与党側は、「参議院では、連日審議を行い、このペースで進めると、あすで衆議院の審議時間を超える見通しだ。あす、質疑を終えて、採決を行いたい」と述べ、１３日、委員会で法案の採決を行いたいと提案しました。
これに対し、民進党や共産党などは、審議を深めるべきだとして、引き続き、協議することになりました。
自民強行なら不信任案も　民進、カジノ法案巡り

共同通信2016/12/10 18:13

　民進党はカジノを中心とする統合型リゾート施設（IR）整備推進法案の採決を巡り、自民党が成立を図ろうと強行策に出た場合、内閣不信任決議案を衆院に提出する方向で調整に入った。近く共産、自由、社民の3党に幹事長・書記局長会談を呼び掛け、対応を協議する方針だ。関係者が10日明らかにした。

　与党側は衆院側の審議で環太平洋連携協定（TPP）関連法、年金制度改革法案、カジノ法案の採決を強行したことも踏まえ、民進党幹部は「参院でも強引な国会運営をするなら看過できない」と強調した。

　民進党は不信任案の提出時期について13日か会期末となる14日を想定している。

「振興に寄与」「依存症心配」＝カジノ法案で参考人質疑－参院内閣委員会
　参院内閣委員会は１２日、カジノを中心とする統合型リゾート（ＩＲ）推進法案をめぐり参考人質疑を行った。意見陳述した参考人４人のうち、自民党が推薦した２人が地域振興に寄与するなどと訴えたのに対し、野党推薦の２人はギャンブル依存症への懸念を主な理由に反対した。
　自民党推薦の美原融大阪商大教授は「雇用確保や消費といったＩＲの経済効果は、観光や地域の振興に貢献する」と指摘。「精緻な規制と制度の枠組みをつくることで、カジノは安全、健全な空間にできる」と述べ、ギャンブル依存症や青少年への悪影響は抑制可能との認識を示した。
　弁護士の渡辺雅之氏も、２０２０年東京五輪後の成長戦略の目玉になり得るとして賛意を表明。「（国が設置する）カジノ管理委員会の厳格な監督を通じ、運営主体の管理・監督や財政健全性は（宝くじなどの）公営競技より優れたものになる」と強調した。
　一方、民進党が推薦した弁護士の新里宏二氏は、ＩＲ導入に反対の立場から「カジノ賭博は多くの者が財産を失い、依存症へと追い込まれる。人の不幸を前提にした成長戦略に疑問を感じる」と表明。同法案が目指す民営カジノの設置について「合法の余地はない」と断じた。
　共産党推薦の鳥畑与一静岡大教授は、地域間の経済格差拡大やギャンブル依存症の深刻化、犯罪誘発などの可能性を列挙し、ＩＲ導入に「多くの社会的コストを発生させる」と反対を唱えた。（時事通信2016/12/12-17:42）
カジノ、13日採決の構え　参院委で自民、年金法案も

共同通信2016/12/12 22:02

　自民党は、参院で審議中のカジノを中心とする統合型リゾート施設（IR）整備推進法案と年金制度改革法案を13日にそれぞれ委員会で採決したい考えだ。12日、参院の自民・民進国対委員長協議で、自民はカジノ法案を内閣委、年金法案を厚生労働委で採決するよう提案した。いずれも会期末の14日の本会議で可決、成立させる構え。

　カジノ法案を審議する内閣委の委員長は、民進党の難波奨二議員で、法案審議や採決日程で大きな権限があり、民進は採決提案を拒否している。自民は13日に採決できない場合、委員会審議を打ち切って本会議採決に持ち込む「中間報告」などの異例の手段も視野に入れる。

カジノ法案は13日採決を　自民が提案、民進は拒否

共同通信2016/12/12 13:57
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カジノ法案の参考人質疑が行われた参院内閣委＝12日午後

　自民党の松山政司参院国対委員長は12日午前、民進党の榛葉賀津也参院国対委員長と国会内で会談した。松山氏は、参院で審議中のカジノを中心とする統合型リゾート施設（IR）整備推進法案を内閣委員会で、年金制度改革法案を厚生労働委員会で13日に採決するよう提案。榛葉氏は拒否した。両法案とも14日までの会期内成立を期す自民党に対し、民進党は成立を阻止する方針。与野党の駆け引きが激化している。

　参院内閣委の委員長は民進党の難波奨二議員。自民党は13日の委員会で採決できない場合、委員会審議を打ち切って本会議採決に持ち込む「中間報告」などの異例の手段も視野に入れている。

カジノ法案　依存症増加を全員懸念　参考人、自民推薦含め

東京新聞2016年12月13日 朝刊

 　参院内閣委員会は十二日、カジノを含む「統合型リゾート施設（ＩＲ）」整備推進法案（カジノ解禁法案）に関する参考人質疑を行った。法案を推進する自民党推薦の二人を含め、参考人として出席した専門家四人全員がカジノ解禁の最大の懸念としてギャンブル依存症の増加を挙げた。

　大阪商業大の美原融教授（自民推薦）は「犯罪増加などは規制でコントロールできる」と指摘。その上で、コントロールが難しい問題として「依存症問題は慎重かつ包括的なアプローチが必要だ」と述べた。

　渡辺雅之弁護士（同）も「ギャンブル依存症問題は非常に難しい」と同調。同時に「現在でも依存症は放置されている。今回の法案が、政府が依存症問題を考える契機になるとよい」とも述べた。

　新里宏二弁護士（民進推薦）は「（依存症対策の制度を）どうするか法案提出者から全く説明されていない。法律の基本が欠落している」と疑問視。静岡大の鳥畑与一教授（共産推薦）は「カジノはもうけを期待させ、国民に幻想を与えて負けさせる。所得格差を広げ、貧困を増やしていく」と批判した。

　美原、渡辺両氏は、カジノを含む統合型施設を認めることによる雇用確保や観光客の増加、地域振興などの経済効果を強調し、法案に賛成を表明。新里、鳥畑両氏は、ギャンブル依存症の増加や経済の地域間格差の拡大、犯罪誘発などの懸念を指摘し、反対の立場から意見を述べた。
自民“ＩＲ法案と年金法案あす委員会採決” 民進は拒否
ＮＨＫ12月12日 15時59分
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自民党と民進党の参議院国会対策委員長が会談し、カジノを含むＩＲ＝統合型リゾート施設の整備を推進する法案と年金制度改革関連法案の委員会での採決について、自民党が、１３日の質疑終了後に行いたいと提案しました。
これに対して、民進党は、「さらに徹底した審議が必要だ」などとして、提案を拒否しました。
国会は、会期末を１４日に控え、カジノを含むＩＲ＝統合型リゾート施設の整備を推進する法案と、年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案の審議が参議院で続いています。
こうした中、２つの法案の取り扱いをめぐって、自民党の松山参議院国会対策委員長と、民進党の榛葉参議院国会対策委員長が会談し、１３日開かれる、それぞれの委員会で、審議を行うことで合意しました。
そのうえで、松山氏が、「あすの質疑を終えれば、議論は尽くされる」として、１３日、それぞれの委員会で採決を行いたいと提案しましたが、榛葉氏は、「委員会でも、徹底した審議を求める声がある中で、受け入れるわけにはいかない」として拒否し、引き続き、協議していくことになりました。
民進 野田幹事長 法案成立阻止に全力
民進党の野田幹事長は、記者会見で、「『年金カット法案』は、依然として、試算などが不明確だ。『カジノ法案』は、多くの国民が心配しているギャンブル依存症の問題など、たくさんの論点があり、不安や疑問が解消されている状況ではない。引き続き、丁寧な審議が続けられるように強く求めていきたい。いざという時には、あらゆる手段を排除することなく、貫徹できるよう頑張っていきたい」と述べ、安倍内閣に対する不信任決議案の提出も含め、法案の成立阻止に全力を挙げる考えを示しました。
自民 二階幹事長「最後まで緊張感持って対処」
自民党の二階幹事長は記者会見で、「何が起きても万全の体制が取れるよう、最後まで、緊張感を持って対処したい。会期の再延長が必要となった場合は、そのときに考えることで、今のところは考えておらず、今の会期内で法案を処理すべきだ」と述べました。
また、二階氏は、民進党が、安倍内閣に対する不信任決議案を提出するかどうか、検討していることについて、「内閣不信任案を何回出しても、数がはっきりしているのだから、結果は、わかりきったことだ。提出されれば、徹底的に否決する」と述べました。
カジノ含むＩＲ法案で４人の参考人質疑
ＮＨＫ12月12日 16時03分
カジノを含むＩＲ＝統合型リゾート施設の整備を推進する法案を審議している、参議院内閣委員会では、１２日、与野党が推薦した参考人４人に対する質疑が行われ、参考人からは、「施設の整備が地域に経済効果をもたらす」という意見や、「カジノは不幸をまきちらすビジネスだ」といった批判が出されました。
この中で、自民党が推薦した、大阪商業大学総合経営学部の美原融教授は、「カジノを含むＩＲは変な話ではない。地域に大きな経済効果と雇用効果をもたらし、これを民間主体の力で実行する考え方だ」と述べました。
自民党が推薦した、渡邉雅之弁護士は、「国際競争力を持つ、魅力ある滞在型観光の実現で、地域経済に寄与し、健全なカジノ施設の収益が社会に還元されることが期待される」と述べました。
民進党が推薦した、日本弁護士連合会多重債務問題検討ワーキンググループ座長の新里宏二弁護士は、「カジノは不幸をまきちらすビジネスであり、不幸を前提とした成長戦略に大きな疑問を感じざるをえない」と述べました。
共産党が推薦した、静岡大学人文社会科学部の鳥畑与一教授は、「経済効果のみが強調されているが、地域経済の破壊や、ギャンブル依存症の誘発など、多くの社会的コストを発生させる」と指摘しました。
一方、委員会に先立って開かれた理事会で、与野党は、１３日の委員会で、６時間の質疑を行うことで合意しましたが、採決日程については、１３日行いたいとする自民党と、審議の継続を求める民進党などとの間で折り合わず、引き続き協議することになりました。
死に物狂い　泣きながらパチンコ　ギャンブル依存症の体験談

東京新聞2016年12月11日 朝刊
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　カジノを含む「統合型リゾート施設（ＩＲ）」整備推進法案（カジノ解禁法案）でギャンブル依存症増加が懸念される中、依存症に苦しんだ人の体験談が国会で取り上げられた。家族を犠牲にしてもギャンブルにのめり込む壮絶な経験が紹介され、深刻な社会問題であることが伝えられた。　（金杉貴雄）

　体験談は、証言集「ギャンブル依存症からの生還」から引用された。ホームレスの自立を支援する会社「ビッグイシュー日本」の関連ＮＰＯ「ビッグイシュー基金」が男女十二人に聞き取り調査をし、八月にまとめた。八日の参院内閣委員会で自由党の山本太郎氏が読み上げた。

　四十代の女性は出産直後、夫が気遣いで設けた月に一度の「お母さんのお休みの日」にパチンコに行ったことがきっかけでのめり込んだ。子どもの学資保険を切り崩し、実家の仏壇から金を盗み、子ども二人を認可外保育園に入れてまで通い、最後は死に物狂いでやらされている感覚と分かっていても、泣きながら続けた。

　十二人の証言者には、数少ない勝った記憶や負けた悔しさで「ギャンブルで借金を返す」という発想から抜け出せず、両親、兄弟、姉妹、友人にうそをついて借金を重ね、家庭が崩壊していく状況が共通する。

　依存症という「病気」との自覚がないことも大きな特徴だ。証言者の多くは苦しんだ末に家族に病院に連れて行かれ、はじめて依存症と認識。山本氏は国会で、証言者は気づけただけ「幸運な人たちだったかもしれない」と指摘した。

　厚生労働省推計で、依存症の疑いのある人は全国で約五百三十六万人。同基金の佐野章二理事長は本紙の取材に「日本は至るところにパチンコ店があるなど、世界の中でもギャンブル依存症になる環境がある」と指摘。カジノ法案について「まず今ある依存症対策に取り組むべきで、カジノ解禁は論外だ」と述べた。

　証言集は無料。問い合わせは、同基金＝電０３（６３８０）５０８８＝へ。

しんぶん赤旗2016年12月13日(火)

賛否超え“議論不足”指摘　カジノ法案参考人質疑

　刑法が禁じる賭博場・カジノを合法化するカジノ解禁推進法案について初めて専門家の意見をきく参考人質疑が１２日、参院内閣委員会で開かれました。参考人からは法案への賛否を超えて国会の議論不足が指摘され、このまま採決に持ち込むなど到底許されないことが浮き彫りになりました。

　参考人は美原融大阪商業大学アミューズメント産業研究所長、マネーロンダリング対策などにくわしい渡邉雅之弁護士、日弁連多重債務問題検討ワーキンググループ座長の新里宏二弁護士、静岡大学の鳥畑与一教授の４氏。

　反対の立場から意見を述べた新里氏は、新聞の社説が共通して拙速な審議に疑問を呈していることをあげて、「審議は尽くされていない」と語りました。鳥畑氏も「基本法（今回の推進法）と実施法を分離することで重大な欠陥を先送りすることは国会の責任放棄だ」と批判しました。

　賛成派として発言した美原氏は「カジノがもたらす社会的インパクトを除却するための手だては国民にとって分かりやすく議論すべきだ。慎重な議論は実施法でもやってほしい」と、渡邉氏も「国会で重要な論点が顕在化した。実施法段階で論議していかなければならない」と発言しました。

　日本共産党の田村智子議員はカジノ解禁で国内初の民営賭博が解禁されることの社会的影響を質問し、新里氏は「いままでの公営賭博は公設公営で公益のためというものだったが、これからは自分の利得のために賭博を開帳できるということになり、刑法のあり方が大きく変わってしまう」と答えました。

政府 ＴＰＰ参加各国に国内手続き進めるよう働きかけへ
ＮＨＫ12月10日 6時54分
政府は、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定が承認されたことを受けて、参加各国に対し、発効を目指して国内手続きを進めるよう粘り強く働きかけることにしています。ただ、アメリカのトランプ次期大統領が離脱を表明していることから、ＴＰＰ協定の発効は極めて厳しい情勢で、各国の賛同が得られるかどうかが当面の焦点です。
ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定は、９日、参議院本会議で可決、承認され、併せて関連法も可決、成立しました。
菅官房長官は記者会見で、「ＴＰＰ協定は、基本的人権、法の支配といった基本的な価値を共有する国、地域が経済の絆を深め、その輪を広げていくことで、さらなる地域の安定を図るという戦略的意義もあり、さまざな機会を通じ意義を訴える」と述べました。
政府は、協定の取りまとめを担うニュージーランドに国内手続きを終えたことを通知するとともに、参加各国に対し、協定の発効を目指して国内手続きを進めるよう働きかけることにしています。
ただ、アメリカのトランプ次期大統領がＴＰＰ協定からの離脱を表明していることから、発効は極めて厳しい情勢で、各国の賛同が得られるかどうかが当面の焦点です。
一方、政府は、ＴＰＰ協定には、多くの物品の関税の撤廃に加え、幅広い分野の貿易や投資などに関するルールが盛り込まれたことから、ＥＵ＝ヨーロッパ連合とのＥＰＡ＝経済連携協定や、中国などが参加するＲＣＥＰ＝東アジア地域包括的経済連携など、ほかの協定でも同様の水準が維持されるよう交渉を進めたい考えです。
また、政府は、去年取りまとめたＴＰＰ関連政策大綱に基づいた農家の経営安定化策などは、ＴＰＰ協定が発効しなくても競争力の強化には必要だとして実施していく方針です。
ＴＰＰ当てにしたビジネスは転換点
ＴＰＰを当てに動きだしたビジネスは、今、大きな転換点を迫られています。
東京・港区にあるコンサルティング会社では、ＴＰＰ協定の発効で海外展開を強化する企業が増えると見込んで、この春、ＴＰＰに特化したアドバイスを行うサービスを始めました。
海外の現地法人の元代表など、いわば海外ビジネスのプロを月１０万円程度で派遣し、小売りや食品メーカーなど、およそ１００社に販路の開拓のコツなどをアドバイスしてきました。
しかし、ことし夏以降、アメリカ大統領選挙でトランプ、クリントン両候補からＴＰＰに否定的な発言が相次いで報じられて以降、企業からの問い合わせは一気に減少し、今では全くないと言います。
会社が月２回程度開いていたＴＰＰの説明会も、９月から取りやめました。
この会社では、ほかの貿易自由化の枠組みの実現に期待して、企業の海外進出を後押ししていく考えです。
コンサルティング会社「サイエスト」の李嘉章共同代表は「今は、ＴＰＰに依存した事業戦略を考えている企業はほとんどない。ＴＰＰに似た経済連携の仕組みだったり、２国間の自由貿易協定を現実的に進めていくことをビジネスの現場は求めている」と話しています。
海外展開強化の戦略変えない企業も
企業の中には、海外展開を強化する戦略は変えないというところもあります。
東京・品川区にある家具メーカー「ミネルバ」は、オーダーメードにこだわった高級家具の製造・販売を手がけています。
皇室や国会議事堂のいすの修理を請け負うなど、高い技術力が売りです。
去年からニューヨークとシンガポールに進出し、海外市場での売り上げを全体の３割にまで増やすことを目標にしています。
ＴＰＰ協定が発効すれば、木製ソファーの各国の輸入関税が撤廃されるため、目標達成の追い風になると期待を寄せていました。
さらに、ソファーや、いすに使う本革の輸入にかかる最大３０％の関税も段階的に引き下げられることも大きな魅力でした。
現在では国産より３倍ほど高い外国産の本革の仕入れ値が下がり、デザインの選択肢が増えると見込んでいたからです。
家具メーカーの宮本しげる社長は「特に革については、日本のメーカーを守るという目的で、現状の関税がだいぶ高いが、海外の革が安く入るようになるというメリットは感じていた」と話していました。
ただ、会社では、ＴＰＰの発効が見通せなくなっても海外展開の手を緩めないつもりです。
国内で安さを売りにした家具メーカーが急成長する中、活路は海外市場の開拓にあると見ているからです。
得意とする細かい作業によるデザイン力など付加価値を高め、今後、所得水準が上がっている東南アジアなどにも販路を広げたいと考えています。
宮本社長は「将来的にはアメリカだけではなく、アジア諸国や富裕層が増え続けている国や地域に可能性を感じている。国内のものづくり企業が生きていくためにも自由貿易であってほしい」と話しています。
ＥＰＡ交渉 自民党農林会議で政府に批判相次ぐ
ＮＨＫ12月13日 0時47分
日本とＥＵとのＥＰＡ交渉について、１１日、自民党の農林関係の合同会議が開かれ、外務省や農林水産省の幹部が現状を説明しました。
この中で、出席した議員からは、「年内に合意を目指すなど冗談じゃない」、「時間をかけて生産基盤を守る対策を考えなければ日本の農林水産業はガタガタになってしまう」などとして、年内の大筋合意を目指す政府の姿勢に対し批判の声が相次ぎました。
また、「政府による交渉内容の説明や調整が不足している」などと、政府の説明の不十分さを指摘する意見も多く出されました。
自民党の合同会議では、こうした意見を受けて政府に対し、交渉が大筋合意に達した場合の国内の生産者への影響について分析を求めるとともに、合同会議として生産者への対策を検討していくことを確認しました。
日・ＥＵのＥＰＡ きょうから首席交渉官会合
ＮＨＫ12月13日 4時05分
年内の大筋合意を目指す日本とＥＵ＝ヨーロッパ連合とのＥＰＡ＝経済連携協定は、１３日から首席交渉官による詰めの交渉が行われますが、自動車や乳製品などの関税をめぐる隔たりは依然として大きくどこまで歩み寄れるかが焦点となります。
日本とＥＵのＥＰＡ交渉は、年内の大筋合意をめざして１３日から首席交渉官による詰めの交渉が東京都内で行われます。
これまでの交渉で日本は乗用車に対する１０％の関税やテレビに対する１４％の関税などについて撤廃を求めていますが、ＥＵ側は難色を示しています。その一方でＥＵは、日本がチーズや豚肉などにかけている関税の撤廃や引き下げを求めていますが、日本側は受け入れられないとしています。日本とＥＵは首席交渉官による交渉が進展すれば来週にも閣僚協議を開き年内の大筋合意を探る構えですが、自動車や乳製品などの関税をめぐる隔たりは依然として大きいままです。
アメリカのトランプ次期大統領がＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定から離脱する考えを示し保護主義の広がりが懸念されるなか、日本とＥＵのＥＰＡの行方は世界的に注目されていて、１３日からの交渉で双方がどこまで歩み寄れるかが焦点です。
国連軍縮会議、長崎で開幕　核廃絶機運向上へ意見交換
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　世界各国の政府関係者や専門家らが核軍縮の進め方などについて意見交換する国連軍縮会議は12日、長崎市で開幕した。オバマ米大統領が5月に広島を訪問したことなどを踏まえ、核兵器なき世界への機運向上につなげるのが狙い。

　約20カ国から計約60人が参加。開会式には、田上富久市長や国連の金垣洙・軍縮担当上級代表らが出席。岸田文雄外相はビデオメッセージで「核兵器の非人道性を改めて想起することが、スタート点でなくてはならない」と述べた。

　被爆者らでつくる全国組織・日本原水爆被害者団体協議会（被団協）の代表委員で、長崎で被爆した谷口稜曄さん（87）もあいさつ。

国連軍縮会議 被爆地 長崎で始まる
ＮＨＫ12月12日 16時32分
核軍縮について各国の政府関係者や研究者が意見を交わす「国連軍縮会議」が、被爆地・長崎市で１２日開幕し、２日間にわたる議論が始まりました。
国連軍縮会議は、唯一の被爆国である日本で平成元年からほぼ毎年開かれ、去年の広島市に続いてことしは長崎市と、２年続けて被爆地での開催となります。
２日間の会議にはおよそ２０か国から、政府関係者や研究者などおよそ３０人が参加します。
初日の１２日は、長崎市内のホテルで開会式が行われ、日本被団協＝日本原水爆被害者団体協議会の代表委員を務める長崎で被爆した谷口稜曄さんが、被爆直後の自身の写真と、７１年がたった現在の体の写真を掲げながら、「原爆は悪魔の兵器です。１発も存在してはなりません。長崎は永遠に最後の被爆地でなければなりません。ぜひ１日も早く核兵器禁止条約を作ってください」と訴えかけました。
このあと、「核軍縮のアプローチの現状」というテーマで議論が始まりました。
この中で、来年、交渉が始まる見通しの核兵器禁止条約について、制定を先導し、必要性を主張するオーストリアなどに対し、アメリカの担当者は「核兵器の禁止を先行させて安全保障を損なってはいけない」と述べ反対したほか、アメリカの核の傘の下にある日本も反対を主張し、各国の立場の違いが鮮明になっています。
国連軍縮会議は１３日まで開かれ、２０２０年のＮＰＴ＝核拡散防止条約の再検討会議に向けた展望などについて議論することになっています。
国連軍縮会議、長崎で始まる　「核なき世界へ行動を」
朝日新聞デジタル山野健太郎2016年12月12日13時44分
　核兵器廃絶に向け、米国やロシアなどの核保有国を含む約２０の国と国際機関などから約３０人が参加し議論する国連軍縮会議が１２日、長崎市で始まった。核軍縮へのアプローチの現状や２０２０年の核不拡散条約（ＮＰＴ）再検討会議の運用プロセスなどについて２日間議論する。
　会議は国連と外務省が共催。今回２６回目で、長崎での開催は１９９８年以来３回目。開会式で国連のキム・ウォンス軍縮担当上級代表は「核なき世界の実現をどう達成するかには大きく意見が分かれる。相違をどう解決するか。直ちにすべての国が行動しなければならない」と述べた。その後、米国、ロシアのほか、オーストリア、マレーシアなどの非核保有国の軍縮担当者らが参加し、核軍縮や核兵器禁止条約に関する議論が始まった。オーストリアなどの非核保有国は核兵器禁止条約の速やかな成立を求め、米国の核の傘に頼る日本とドイツはＮＰＴ体制を損なうことにつながるなどとして「現実的なアプローチ」を主張した。
　会議に先立ち１１日には、日米ロの若者らによる「ユース非核特使フォーラム」があり、原爆の悲劇を二度とくり返さないよう被爆者の思いを受け継ぐ決意を示し、すべての国に核廃絶に向け努力するよう訴えた。
　長崎原爆をテーマにした映画「母と暮せば」の上映もあり、監督の山田洋次さんと主演の吉永小百合さんが出席。山田さんは映画について「こういう悲劇が、戦争で亡くなった一人ひとり、世界中にあった。母と息子が願っていたささやかな幸せの願いがつぶれてしまった。僕のような戦争を体験した世代が伝えていかないといけないと思った」。吉永さんは「核兵器廃絶のために、日本に住んでいるものとして世界に向かって声を出してアピールしなければと思った」などと語った。（山野健太郎）
吉永小百合さん・山田洋次さん、長崎で語った核と日本
朝日新聞デジタル山野健太郎2016年12月11日22時49分

意見交換会に参加した山田洋次監督（左）と吉永小百合さん＝１１日、長崎市




　長崎市で１２日から始まる国連軍縮会議を前に、核廃絶について若者らが意見を交わす「ユース非核特使フォーラム」が１１日、同市の長崎大医学部記念講堂で開かれた。長崎原爆をテーマにした映画「母と暮せば」（山田洋次監督）が上映され、山田監督と主演の吉永小百合さんが若者らと核兵器廃絶をめぐり意見を交わした。
　「母と暮せば」は医大生だった息子を原爆で失った吉永さん演じる母親のもとに、息子が亡霊となって現れる物語。被爆７０年の昨年末に公開された。山田監督は映画について「こういう悲劇が戦争で亡くなった一人ひとり、世界中にあった。母と息子が願っていたささやかな幸せの願いが、つぶれてしまった。僕のような戦争を体験した世代が伝えていかないといけないと思った」。吉永さんは「核兵器を廃絶するために、世界に向かって日本に住んでいるものとして声を出してアピールしなければと、撮影中思っていた」と語った。
　国連軍縮会議は、国連と外務省…【続きあり】
学生ら提言「核軍縮義務果たせ」　被爆継承で討論会
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核兵器保有国などに向け核軍縮について提言を行う高校生＝11日午後、長崎市

　各国の政府関係者や専門家が核軍縮について議論する国連軍縮会議が長崎市で開かれるのを前に、軍縮分野で活動する日本と米国、ロシアの高校生や大学生が11日、長崎大に集まり討論会を開いた。学生らは「核保有国は核軍縮への義務を果たし、具体的な行動をしてほしい」と提言した。

　学生らは、被爆者の体験を将来に語り継いでもらうために日本政府が任命する「ユース非核特使」を経験した14人。提言では、2017年から核兵器禁止条約の制定交渉を始めるよう求めた国連決議で、日本が米ロなどの核保有国とともに反対票を投じたことを踏まえ、各国の立場の違いを指摘。
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